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第 1 章 序論 

1.1 研究背景 

 

日本におけるインターネット利用者数は2014年に1億人を突破し、総人口の約8割に到

達した[1]．2000年初頭には、3割程度であった利用者数がここまで増大した背景にはブ

ロードバンドサービスの発達が大きく寄与している．特に、近年では、ブロードバンド

サービスのなかでも、一般宅に光ファイバを引き込むFTTH（Fiber to the home）の普及

が急速に進んでおり、家庭でも1 Gbpsの高速アクセスが可能となっている．この結果、

インターネットのデータ通信量は爆発的に増大を続けている．図1.1.1は、国内ブロード

バンドのダウンロードにおける総トラヒック量の年次推移を示している[2]． 

 

図1.1.1 データトラフィックの年次推移(総務省情報通信統計データベース “我が国

のインターネットにおけるトラヒックの集計・試算”より) 

 

データ通信量は継続的に増加しており、2015年には5Tbpsを突破した．特に2012年以

降の増加は著しく、年率130%を超える割合で大幅に増大している．また、近年、ブロ
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ードバンドの利用と並んで、インターネットデータ量増加の一因を担っているのが、ス

マートフォンに代表されるモバイル端末の普及である．スマートフォンは、時間や場所

を選ばず簡易にインターネットが利用できる利便性によって、データ配信サービスの利

用を爆発的に増加させた．特に、電子書籍、音楽・動画配信、ソーシャルネットワーク

などのメディア利用サービスや電子決済の急速な拡充により、今では必要不可欠な社会

基盤としての地位を確立するに至っている．今後、世界のスマートフォンユーザー数は

2020年時点で総人口の約7割にあたる55億人まで拡大し、また同年には携帯電話の利用

者数が電気や水道といったインフラや自動車の利用者数を上回る見込みと予想されて

いる[3]． 

こうしたトレンドから、今後もデータ通信量は、増大し続けることが予想され、より

大容量なデータ通信を可能とする光通信システムの構築が必要とされている．  

図1.1.2は、光通信システムの概念図である．光通信システムは、層構造を特徴として

おり、階層ごとに速度や伝送方式が異なる．FTTHの普及により、基地局と家庭・オフ

ィスをつなぐアクセス網における大容量化が急速に進展した．この結果、コア網及びメ

トロ網における大容量化の要求が高まった．地域間を接続するコア網では、高密度波長

多重(DWDM: Dense Wave Division Multiplexing)伝送システム[4]や光クロスコネクト

(OXC: Optical Cross Connect)[5]の導入により高速大容量化が需要に見合う速度で進展し

た．しかしながら、メトロ網においてはアクセス網で急増するデータ容量を処理できる

十分な能力を有するネットワークの構築が遅れており、メトロ網が通信トラフィックの

ボトルネックとなる状況が深刻な問題となっていた[6]．特に、アクセス網と接続され

る10-40km程度の伝送における容量拡大が急務となっていた．こうした要求に対して、

2010年にIEEE802.3baにより100ギガビットイーサネット(100GbE)が策定された[7]．表

1.1.1に100GbEの仕様を示す．メトロ網をカバーするため、シングルモードファイバ

(SMF: Single Mode Fiber)を使用する10kmと40kmの2つの長距離仕様が規定されている．

従来の10ギガビットイーサネット[8]では、1つの光モジュールから1チャンネルの

10Gbps光信号を出力していた．これに対して100GbEは、WDMを利用した多チャンネル

化が特徴となっている． 
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図1.1.2 光通信システムの概念図 

 

即ち、100GbEでは1チャンネル当りの速度を25Gbpsとし、これを4チャンネル実装する

ことで100Gbpsの容量を実現している．更に、各チャンネルには異なる波長が割り当て

られており、これらを光合波器で集約することで1本のSMFで100Gbpsを伝送する．この

構成は、電気信号と光信号双方において100Gbpsを1チャンネルで実現することが技術的

に難しく、双方のチャンネル当りの現実的な速度として25Gbpsが選択されたためである． 

一方で、近年、データ配信サービスの拡大に伴い、データセンタ内の機器間もしくは

機器内接続(光インタコネクト)においても100Gbps級の光通信の導入が強く要求されて

いる[9]．更に、Google、Facebook、Amazonなど膨大なデータを管理するサービス会社

のデータセンタは大規模化が進んでおり、センタ内においても最大2km程度の通信距離

が必要と言われている[10]．従来、光インタコネクトには、主としてVCSEL(VCSEL: 

Vertical-cavity surface-emitting laser)とマルチモードファイバ(MMF: Multi-mode Fiber)を

用いたAOC(Active Optical Cable)が使用されてきた[11]．AOCは、VCSELとMMFの利用

により、電力とコストを抑えられる優位点があるが、レーンあたり25Gbpsの高速伝送に
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おいて実用的な伝送距離は100m程度に留まっている．これは主としてモード分散等に

起因するMMFの帯域によって制限されている．近年では、広帯域なMMFの開発などに

より、この制限を打破する開発が盛んに進められているものの実用化には至っていない

[12]．加えて、後述のようにデータセンタではコストが重要視されるため、MMFより安

価なSMFへの要求が高い．このような背景のもと、データセンタ内においてもSMFを使

用した100Gbps級伝送システムへの要求が高まっている． 

 

表1.1.1 100GbE仕様 

 

 

表1.1.2はデータセンタ向け100GbEの仕様である[13、14]．これらは、IEEEでの標準

化には採用されなかったものの、データセンタ内での需要拡大が見込まれた結果、光モ

ジュールベンダ間で推進する業界標準として用いられている．  

大規模化が進むデータセンタでは、使用する通信機器が膨大な数に上るため、運用コ

ストの低減が大きな課題となる．このため、使用される光モジュールも、製造コストの

低減や省電力性が重要視された仕様とされている．例えば、全仕様において、温度調節

機能を必要としないアンクールド動作が要求されている．また、長距離系(10km, 40km)

の100GbEには存在しない、4本のSMFを用いたパラレル伝送規格(PSM4)が加えられてい

る点も大きな特徴である．光合波器を無くすことで抜本的な低コスト化を狙っているが、

アレイSMFへの光結合という新たな実装の課題が発生している． 

表1.1.1及び表1.1.2は、光モジュールの構成仕様を規定したものである．これに対して、

モジュール筐体のサイズ、消費電力、コネクタ配置といったフォームファクタの規格が

Standard 

/ MSA

Wave-

length

Speed

/lane
Fiber

Reach O-MUX

DMUX
TEC Note

ER4 1.3µm 25G SMF 40km Required
Require

d
- cooled EML 

LR4 1.3µm 25G SMF 10km Required None
- uncooled 
DML 

SR10 850nm 25G MMF 100m None None -VCSEL
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MSA(MSA: Multi-source agreement)とよばれる業界標準として規定されている[15]． 
 

表1.1.2 データセンタ向け100GbE仕様 

 

 

表1.1.3に100GbE用フォームファクタのMSAをまとめた．比較のため10GbEの最小規格

であるSFP+も記載した．100GbEのフォームファクタはローマ数字の100を表すCを頭文

字に取りCFPと呼ばれている． 

第一世代のCFP(CFP:Centum Form-factor Pluggable)は、SFP+と比較してサイズ、消費

電力ともに格段に大きい．これは、10GbEで培われた従来技術の流用を想定しているた

めである．一方で、幅1インチ当たりの伝送密度はSFP+の19.52Gbps/inchに対して、CFP

では31.94Gbps/inchと約1.6倍となっており、従来技術を活用しつつ通信機器の伝送密度

を増大可能な仕様に設計されている．しかしながら、増大を続けるデータの大容量化に

対応して行くためには、通信機器あたりの更なる容量増大が必須である．このため、

CFPより小型な次世代・次々世代フォームファクタのロードマップが策定されている． 

第三世代のCFP4では、SFP+に対して体積比で3倍程度の小型パッケージの中に10倍の

伝送容量を実現することが要求されている．また、CFPと比較すると、約1/10の体積に

同じ100Gbpsの伝送容量を収容することが求められる．図1.1.3に、CFPとCFP4のサイズ

比較を示す．CFPでは、送信、受信ともにそれぞれ4つのサブアセンブリが実装された

構成が一般的である．ここで、制御ICや波長合分波器を考慮したサブアセンブリのサイ

ズは一例として、高さ6mm以下、幅6mm以下、長さ24mm以下程度である[16]．表1.1.3

に示すようにCFP4の横幅は21.4mmと、CFPの82.0mmの約1/4である．このサイズ制約か
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ら、CFP4ではCFP内の1つのサブアセンブリとほぼ同一サイズの中に4チャンネル分の部

品を収める必要がある．つまり、実装密度としては4倍となる．サブアセンブリ内の主

要な構成部品は、光源である半導体レーザ(或いはフォトダイオード)、レーザを駆動す

るドライバIC(或いはフォトダイオード用の増幅IC)、光素子と光ファイバを光学的に結

合するためのレンズである．これらの部品をいかに高密度に収容するかが課題であり、

新しい実装・集積技術の開発が求められる．一方、データセンタ向け100GbEにもCFP4

とほぼ同一サイズの小型フォームファクタであるQSFP28[17]の適用が想定されている． 

以上のように、長距離から短距離に至る全てのアプリケーションにおいて、多チャン

ネル構成を小型パッケージで実現する新技術の開発が強く求められている．これと併せ

て、データ当りのコストや電力の低減も重要課題である．4倍の高密度化が4倍の製造コ

ストや消費電力で実現できても、運用コスト低減の観点からは利用価値が低い．このた

め次世代の光モジュールでは、容量のn倍化に対して運用コストをn倍よりも小さく抑え

る技術が必要不可欠である． 

 

表1.1.3 フォームファクタ比較 

 

 

図1.1.3 CFPモジュールのサイズ比較 
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チャンネル数の増加と小型化は、100GbE以降の世代においても標準的な考え方にな

って行くことは想像に難くない．既に次世代規格の400GbEでは、チャンネルあたりの

伝送容量を50Gbpsとし、8チャンネル（8波長）を用いて400Gbpsを実現する伝送方式の

採用が決定している[18]．フォームファクタには、第一、第二世代でそれぞれCFP2、CFP4

とほぼ同等のサイズが望まれており、100GbE以上の高密度化が必要である．更に、

400GbEより先の世代では高密度化要求はさらに厳しくなると考えられる．例えば、

100GbEの次世代として4倍の400GbEが提案されたように、更に次の世代として400の4

倍である1.6Tbpsを仮定してみよう．最も単純な構成として、400GbEの50Gbps×8チャン

ネルを4セット並べることが考えられる．この場合、32チャンネルが必要となる．或い

は、デバイスや高周波技術の進展によりチャンネル当り100Gbpsまで高速化が実現され

た場合でも、1.6Tbpsの伝送には16チャンネルが必要となる．このように、多チャンネ

ルを小型パッケージに収容し、且つこれを低いコストで製造する技術は今後益々重要に

なると考えられる． 

図1.1.4に、次世代100GbEで必須となる4チャンネルをひとつのサブアセンブリに収容

する送信モジュールの構成を例に取り、小型化、低コスト化に向けた指針をまとめた．

最も単純な構成は、4つの半導体レーザと4つのレンズと光合波器をそれぞれ個別に並べ

る構成である（図1.1.5の#1）．しかしながら、この構成では、チャンネル数に単純比例

して部品数が増大して行く．また、小型化のためにはチャンネル間を狭ピッチに維持し

つつ、チャンネル毎に、レーザ、レンズ、光合分波器間の光学アライメントが必要であ

り、狭い領域で高精度にアライメントする技術が必要となる．これに対してレンズ位置

をサブミクロンでアライメント可能な技術が開発されている[19]．しかし、特殊な部品

や装置が必要であり、内部構成や製造工程が複雑化する．このため、より低コストな新

しい構成が必要である．光モジュールの低コスト化には一般に以下のアプローチが考え

られる． 

1. 部品点数の削減 

2. 組み立て工程の簡易化 

3. 部品製造コストの削減 

部品数低減に向けて、半導体レーザ以外の構成部品の削減を検討した．図1.1.5の#2は、
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レンズをアレイ化した構成例である．この構成では、部品数を低減可能であり、更にレ

ンズがアレイとなっているため光学アライメントの工数低減も期待できる．但し、レン

ズ位置を各レーンに対して個別に調整することができないため、4つの個別半導体レー

ザを光合波器もしくはファイバアレイに結合させるための光学設計が鍵になると考え

られる． 図1.1.5の#3は、半導体レーザを一体のアレイレーザとした構成であり、部品

数の大幅低減が可能である．アレイレーザとしては、半絶縁基板上に形成したDFBレー

ザアレイが開発されている[20]．一方で、光結合の簡易化技術が課題となる． 

これらの構成に対して、SMFと直接光結合が可能な半導体レーザアレイは、小型・低

コストな多チャンネル光モジュール光源として最も有望と考えられる（図1.1.4の#4）．

レンズ機能として出射部にスポットサイズコンバータ（SSC: Spot Size Convertor）を集

積した半導体レーザアレイが開発されている[21]．SSCの集積によって、外部レンズを

介さずにSMFへの光結合効率を高めることができるが、光出力の損失やレーザ特性との

最適化が課題となる．このため、レンズ機能部とレーザ部分は独立した構造であること

が望ましい．レンズ機能を素子に集積した2次元アレイ型のレーザとして、レーザ光を

基板裏面側に出射し、出射部にレンズを集積した2次元アレイ型のVCSELが開発されて

いる[22]．横モードがマルチモードであるためSMFとの光結合には課題があるが、レン

ズを用いるためレーザ特性と無関係に出射ビームの制御が可能な構造である．  

 

図1.1.4 小型・低コストモジュールの構成例 
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1.2 本研究の目的 

 

本研究では、将来の超小型・大容量光モジュールに向けて、SMFと直接光結合が可能

であり、高温下において25Gbps以上で動作可能な1.3µm波長帯の高密度(2次元)アレイ型

の新構造面出射半導体レーザの開発を目的とする． 

基本となるレーザ構造として、高密度な面型アレイ構造という観点では、VCSELが

有望である．VCSELは共振器がウェハに垂直方向に形成されるため、アレイ化が容易

である．また、光を基板裏面側に出射することで、基板にレンズを集積することも可能

である[22]．しかしながら、横モードがマルチモードであるため、SMFとの結合に課題

がある．また、材料系の問題から、1.3µm～1.55µm波長帯における高温での高速動作に

は未だ課題が残る[23]． 

一方で、長距離伝送用光源として使用されているDFBレーザは、1.3µm～1.5µm波長で

開発が進められており、SMF伝送に利用されている．近年、高速高温動作の進展は著し

く、85℃での40Gbps動作や55℃での56Gbps動作が実現されている[24]．DFBレーザは発

振横モードがシングルモードであることからSMFでの伝送に適している．しかしながら、

レーザ光の広がり角である遠視野像(FFP:Far-field Pattern)は通常20°～30°と大きく、SMF

に高効率に光結合するためには、1～2個の外部レンズが必要不可欠である．また、ウェ

ハ面に対して水平方向に共振器が形成され、劈開端面からレーザ光を出射するため、2

次元アレイ化は困難である．  

 従って、VCSELのような面型構造、レンズ集積簡易性や、DFBレーザの横単一モード

性、高温高速特性の全てを併せ持つ光源が望まれる．DFBレーザの面出射化は、他機関

により検討されているが、高効率な光結合と高温高速動作の両立は未だ実現されていな

い． 

 本研究では、上記要求を全て満たす新型レーザとして、レンズ集積型面出射半導体レ

ーザLISEL(LISEL:Lens-integarte Surface-emitting DFB Lasr)を提案する．LISELは、DFB

レーザの光出射端に光を折り曲げる45°ミラーを一体集積し、更に折り曲げられた光の

出射面に基板を加工することでレンズを集積した面出射レーザである． 

本研究の第1の目的は、DFBレーザに45°ミラー、レンズを集積する技術を開発し、面
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出射構造実現の基礎技術を確立することである．窓構造を利用した45°ミラーの形成と

基板加工によるレンズ形成技術を提案し、DFBレーザの特性を劣化させることなく面出

射が可能な技術を提案する． 

第2の目的は、SMFとの高効率な直接光結合が可能な集積レンズを設計し、これを実

証することである．素子の作製尤度を考慮し、高い歩留りで高効率な光結合を実現可能

なレンズ設計・試作し、従来のDFBレーザとSMFに対する光結合特性を比較することで、

本研究のレーザの有用性の実証を目指す． 

第3の目的は、LISEL構造において、高温25Gbps動作を実現することである．短共振

器構造の適用による帯域拡大を図り高温化でも安定な25Gbps動作の実現を目指す．更に

ワイヤ不要なフリップチップ構造を提案し、低コスト実装可能な構造を実現する． 

 第4の目的は次世代の大容量化に向けて、高速特性の更なる改善を実現するための新

活性層材料の検討を第4の目的とする．従来の活性層よりも高利得であり高温特性の向

上が期待されるGaInNAs材料を研究対象として、高品質な結晶作製技術と1.3µm波長へ

の長波長化技術を確立し、実用に十分な低いしきい電流値で1.3µm波長帯でのレーザ発

振の実証を目的とする． 

第5の目的は、端面フリーのLISEL構造の実現することである．端面フリー化により、

2次元アレイ構造の実現が可能になる．更に、ウェハレベルでの検査が可能となるため、

製造コスト低減が可能となり、部品価格の低減につなげることが可能である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



14 

 

1.3 本論文の構成 

 

本論文は以下の7章から成る．全体構成及び各章の関係を図1.1.6にまとめる． 

第１章 序論 

第２章 レンズ集積型面出射半導体レーザ（LISEL）の提案及び作製方法 

第３章 レンズ集積型面出射半導体レーザと光ファイバの光結合特性 

第４章 レンズ集積型面出射半導体レーザの高速化検討 

第５章 新活性層材料による高温高速特性の改善 

第６章 端面フリー型 LISEL の基礎検討 

第７章 結論 

第2章では、レーザ特性を劣化させること無く、面出射化と高効率な光結合が可能な

構造として、45°ミラーとレンズを集積した新レーザ構造LISELについて述べている． コ

ア技術となる45°ミラーとレンズの作製方法について検討し、安定な45°ミラーの実現手

法と集積レンズ形状の制御技術を確立し、試作した素子を評価して、本構造の有用性を

実験的に確認している．  

第3章では、素子構造の観点からLISEL出射光の設計手法を確立し、SMFと高効率に

光結合が可能なレンズを設計している．この際、素子の作製尤度とアライメントの簡易

性を考慮している．試作したLISELとSMFの直接光結合を評価することで、光結合にお

けるLISELの有用性を明らかにする． 

第4章では、短共振器構造を適用によるLISELの高速特性の向上を検討し、25Gbps動

作を実証する． 

第5章では、高速特性の更なる改善を目指し、新活性層材料を検討した．高温特性の

改善が期待できる新材料GaInNAsの高品質な結晶作製方法と1.3µmへの長波長化に取り

組み、GaInNAsを活性層に用いたレーザにおいて、実用に十分な低いしきい電流でのレ

ーザ発振を実証している． 

第6章では、端面フリー型LISELの基礎検討の内容について述べている．LISEL構造で

は、光出射側は既に端面フリー構造が実現されている．このため、素子後側に分布ブラ
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ッグ反射鏡(DBR:Distributed Bragg Reflector)とモニタ用途を兼ねる光吸収体を一体集積

した後端面フリー化構造を提案する．本構造を従来のDFB型LISELと比較して、端面フ

リー型LISELの実現可能性を示す．更に今後の展望として、100GbEの次の400GbE、も

しくはその更に先の大容量化を視野に入れ、上記DBR集積構造を利用した25Gbpsを超

える高速化について述べる． 

第7章で本研究の成果をまとめる． 

 

 

 

図1.1.6 本論文の構成
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第 2 章 レンズ集積型面出射半導体レーザ（LISEL）の提案

及び作製方法 

 

2.1 はじめに 

 

DFBレーザを面出射化し、レンズを一体集積した光源は、多チャンネル大容量光モジ

ュールを低コストに実現するソリューションとして有望と考えられる． 

端面出射型半導体レーザを面出射化する研究は、1990年頃から複数の機関で実施され

てきた．代表的なものとして、レーザ共振器の一方の端面を45°の傾斜面に加工するこ

とで光路変換ミラーを形成し、光をウェハ表面へ出射する構造が報告されている[1、2]．

しかし、共振器の反射面そのものを傾斜させるため、実効的なミラー損失が増大するな

ど発振特性への影響が課題となる[3]．また、表面電極との干渉により出射面に十分な

スペースを確保できず、レンズを集積することは難しい． 

また、基板裏面に光を出射し、出射面にレンズを集積した構造が報告されている[4]．

本構造はレンズを集積可能だが、DFB共振器の片端面を基板面に対して斜めにエッチン

グしてミラーを形成しているため、端面からの反射成分に起因するレーザ特性の劣化が

懸念される．実際に、FFPが多ピークになる、電流光出力にキンクが発生するなどの評

価結果が報告されている．更に、レーザ光の出射角度が20°と大きくミラー角度の制御

性が課題となっている．  

そこで、本章では、 

1. レーザ特性やモード形状を劣化させずに光路変換ミラーを集積できること、 

2. ミラー角度が精密に制御できること 

3. レンズを集積できること 

4. レンズ形状が精密に制御できること 

を条件として、新しい面出射型DFBレーザの構造を提案し、これを実現するコア技術
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であるミラー及びレンズ作製方法の確立を目的とする． また、試作したLISELの光出

力特性とビーム広がり角FFP(FFP: Far-field pattern)を評価し、これを従来のDFBと比較す

ることで上記を満たすLISELが実現できたことを実証する． 

 

2.2 LISEL の基本構造 

 

本節では、最初にDFBレーザの基本的な構造と特性を概説し、レーザ特性を劣化させ

ることなく面出射が可能な構造を提案する．  

 

2.2.1 DFBレーザの基礎 

 

DFBレーザの基本原理は1971年にKogelnikらによって提唱された[5]．その後、室温発

振が1975年頃に報告された[6、7]．DFBレーザは、高速変調時でも安定に単一モード発

振するため、動的単一モードレーザとも呼ばれる[8]．近年では、長中距離光通信用途

として1.3µm波長帯において50Gbpsを超える高速動作が報告されており[9、10]、更なる

高速化・低消費電力化が活発に研究されている[11]．図2.2.1にDFBレーザの基本構造を

示す．素子内部に周期的な凹凸を有する回折格子が集積されている．凹部と凸部では、

屈折率が異なっているため、紙面左右方向に屈折率の周期的分布が形成される． 

 

 

図2.2.1 均一回折格子型DFBレーザの模式図 
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この結果、光の反射が生じ、紙面左右方向に共振器が成され、レーザ発振が可能とな

る．この時反射される光の波長λbは、ブラッグ波長と呼ばれ、導波路内部の等価屈折率

をneff、回折格子の周期をΛとすると(2.2.1)式により決定される．mは整数であり、回折

格子の周期を変更することで発振波長を制御できることが分かる． 

 

�� = 2���� ∙ Λ ∙ m  (2.2.1) 
 

また、屈折率分布がsin関数で近似できるとき、凹部と凸部の屈折率差を∆nとすると、

回折格子の単位長さあたりの反射係数κは、近似的に(2.2.2)式で表される [12]．従って、

凹凸間の屈折率差が大きいほど共振器の反射率を大きくできる．  

 

� = π ∙ ∆n�� 												(2.2.2) 
 

図2.2.2に、代表的なDFBレーザの発振スペクトルの模式図を示す．(a)は回折格子の形

状が素子内で均一であり、素子の両端面を無反射(AR: Anti-reflecting)コーティングした

構造図である．両端面に反射が存在しないため、スペクトルは回折格子の形状にのみに

依存して一義的に決まり、ブラッグ波長λbを挟んで、対称な2モード発振となる．この2

モード間は発振モードが存在しないことから、ストップバンドと呼ばれる．実験的には

このストップバンドの幅から結合係数κを見積もることができる．  

 

図2.2.2 DFBレーザの構造と発振スペクトル模式図 

(a)AR/AR均一回折格子型、(b)AR/AR位相シフト型回折格子型 
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図2.2.2(b)は、両端面にARコーティングし、素子の中央部で回折格子にλb/4分の位相シ

フトを導入した場合である[13]．この構造では、図に示すようにブラッグ波長λbにおい

て単一モード発振が得られるため、実用上優れた構造である． 

素子端面に反射がある場合、端面からの反射と回折格子による反射の両方が混在する

ため両端面ARコーティングの場合とは発振スペクトルが異なる．更に、実際の素子作

製では劈開によって端面を形成するため、素子端面における回折格子の位相は素子毎に

ランダムに変化する．この結果、素子内部での反射状態もランダムに変化するため、発

振スペクトルが一意には決定しない．また、反射状態によっては単一モード発振が得ら

れない場合もあるため、単一モード発振に歩留りが生じる[14]．一方で、端面反射を設

けることでスペクトル以外の発振特性を向上させることが可能である．図2.2.3に、結合

波理論[15]に基づいて計算した各種DFB構造のしきい利得と発光効率を示す．λ/4シフト

型回折格子のDFBレーザにおいて、端面の反射構造とκのみをパラメータとした． AR

コーティングと高反射(HR:High-reflecting)コーティングの反射率はそれぞれ、0.1%、90%

とした．共振器長やその他のパラメータは全て共通とした．両端面がARコーティング

でκL=2の構造(◆)に対して、κLを3に増大することで、しきい利得を低減できるが、発

光効率がやや低下する(■)． 

 

 

図2.2.3 各種DFBレーザのしきい利得と発光効率の計算例 
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これに対して、片端をHRコーティングすることで、しきい利得の低減と発光効率向上

が両立できると分かる(▲)．しかしながら、端面で反射が発生するため単一モード発振

の歩留りは低下することが予想される．いずれの構造を用いるかは、仕様によって決定

される． 

 以上のように、DFBレーザでは、発振スペクトル特性が回折格子の構造と両端面反射

率の関係に敏感に依存する．従って、光出射端にミラーを集積する場合、ベースとなる

DFBレーザと同等の端面反射状態を維持できる構造が必要となる． 

 

2.2.2 LISEL 構造の提案 

 

図2.2.4に本研究で提案するLISELの構造図を示す．本研究では、AR/HRのDFBレーザ

を基本構造に用いている．DFBレーザの出射端に、InPの単一材料から成る埋め込み構

造を集積し、これをエッチングすることで45°ミラーを形成している．InPのバンドギャ

ップは1.3µm波長のエネルギーより十分に大きいため、レーザ光は損失無く透過する．

このように、レーザ光に対して透明な材料を光出射端に形成した構造は光を透過するこ

とから窓構造と呼ばれる．一般には、DVDなどに用いられる高出力レーザの端面にお

けるエネルギー集中を緩和する目的で使用されることが多い [16、17]． 

 

 

図2.2.4 LISELの模式図 
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或いは、DFBレーザの端面反射の影響を低減する目的でも使用されている [18、19]． 

活性層材料として用いられる代表的な4元材料であるInGaAlAs、InGaAsPとInPの屈折率

差は小さく、両者の境界での反射率は0.2%以下である． 

従って、DFB端と窓構造の境界はほぼ理想的なARコーティング面となり、AR/HRの

DFBレーザを構成している．更に、窓構造は光閉じ込め機能を有しないため、光は放射

モードとなって伝搬する．このため、ミラー及びレンズ形成部分は、レーザ発振特性に

影響を与えることのないパッシブな部品として集積することが可能である． 

作製プロセスの観点では、ミラーを形成する部位を単一材料に限定することで、エッ

チング難易度の緩和や精度の向上が期待できる．また、これらミラーとレンズは、ウェ

ハプロセスの合せ精度で位置合わせが可能であるため、外部光学素子を実装する場合と

比較して高精度な位置合わせが期待できる． 

 

 

2.3 集積ミラーの設計及び作製方法 

 

本節では、窓構造部分のInPをエッチングして45°ミラーを形成する技術の確立を目的

とする．最初に、InPを用いた表面における全反射条件をスネルの法則から理論的に確

認する．続いて、結晶面方位の性質を利用した尤度の広いミラー作製方法を提案する．

作製したミラー角度を、走査型電子顕微鏡(SEM:Scanning Electron Microscopy)により計

測し、提案手法により安定した45°ミラーが形成できることを実証する． 
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2.3.1 全反射条件の確認 

 

 図2.3.1(a)に提案したミラー集積構造における、活性層からミラー面までの光路の模式

図を示す．活性層から出射した光は窓構造内を伝搬し、ミラー面の法線に対し45°の角

度でミラーに入射する．この時に、ミラー面で光が全反射されるかどうかを確認した．

図2.2.5は、InPから屈折率n2の媒質へ光が入射する時の臨界角をスネルの法則により見

積もった結果である．臨界角が45°より小さい場合、活性層から出射した光はミラー面

で全反射される．同図から分かるように、n2≦2.3の時、臨界角は45°よりも小さい．従

って、ミラーの外側を空気（n2=1.0）とすると十分な尤度を以て全反射することが分か

る．以上の理論検討から、ミラー表面はInP表面をそのまま利用することとした． 

 

2.3.1 InP集積ミラーの全反射条件検討結果 

 

 

2.3.2 ミラー作製方法の比較・提案 

 InPを傾斜面にエッチングする方法としては、治具を用いてウェハを斜めに設置して

ドライエッチングする手法 [20]や、予め階段状にエッチングした後、高温下に放置し

マストランスポート現象により傾斜面を形成する方法などがある [21]．しかし、いず

れの手法も角度の制御性は数°以上である．ミラーの角度が45°から変化すると、出射光

の向きがも垂直からずれる．（ミラー角度が1°ずれると反射光は2°ずれる）．このため、
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精密な角度制御と広い作製尤度をもつエッチング手法が必要である．角度の制御性の観

点では、半導体結晶の面方位の利用が有効である．これは、InPのような閃亜鉛鉱構造

を持つ半導体結晶では、ウェットエッチング時に特定の角度を有する平面が現れる現象

が知られているからである [22]． 

 

 

図2.3.2 (a)閃亜鉛鉱構造結晶構造、(b)ウェハと面方位の関係 

 

図2.3.2(a)に閃亜鉛鉱構造の結晶構造を示す．結晶内の面は、座標軸の逆数に分母の最

小公倍数を乗算して整数化した数字の組（ミラー指数）で表され [23]、例えば、図2.3.2(a)

のハッチング面は(100)面と呼ばれる．一般的なInPウェハは、図2.3.2(b)に示すように

(100)面が表面となるように形成されている．本研究においても同様のInP基板を用いる． 

 

 

図2.3.3 (a)ウェハ上の面方位、(b)(0-11)断面のエッチング模式図 
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InPの結晶構造は、In原子を中心として正四面体の各頂点にP原子が配置された単位構

造が繰り返し配列されている．このため、特定の角度でIn原子もしくはP原子のみが存

在する平面が存在する．例えば、図2.3.3(a)に示す向きに開口部を設けて、ウェットエッ

チングを実施した後、点線の断面を観察すると、図2.2.7(b)に示すようなV字形状が確認

できる．このV字面は、Ⅲ族原子のみが存在する面であり、(111)A面として知られてお

り、ウェハ表面（(100)面）に対して必ず54.7°の角度を持つ平面となる．このような面

が現れる理由は以下のように理解されている．一般に、Ⅲ―Ⅴ族化合物半導体では、Ⅲ

族原子とⅤ族原子は、Ⅴ族原子に由来する非共有電子対で結合されている．この結合は

他の共有電子対に比べて結合力が弱くエッチングされ易い．この結果、Ⅲ族のみが存在

する特定の面が現れる [24]．(111)A面以外の代表的な面方位としては、(211)面が知ら

れており、ウェハ表面に対する角度は34°である．このような結晶構造に由来する面が

利用できれば、正確に同じ角度が再現でき、精密な角度制御が可能と考えられる． 

しかしながら、(100)のInPウェハでは、45°に相当する結晶面を利用することができな

い．このため、(111)面と(211)面を形成するエッチング液の混合液を用いることで45°の

面を形成する試みが報告されている [25]．これらの検討では、(111)面を形成するエッ

チング液として、HBrを用い、(211)面を出すエッチング液としてHClを用いており、

HBr:HCl=2:1の比率で混合することで45°の傾斜面を実現している．しかしながら、この

エッチング液では、HCl比率が1%変化した時に形成される傾斜面の角度変化が0.19°であ

り、10%あたりでは1.9°と大きい．そこで、本研究ではHClとHBrの混合液をベースによ

り安定にミラー角度を制御できるエッチング液を検討する． 
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2.3.3 ミラーの試作結果 

 

ミラーの形成プロセスは以下の通りである．(1)ウェハ前面に誘電体膜を形成する．(2)

図2.3.3(a)に示すようにミラー形成部位の誘電体マスクをホトリソグラフィー等で開口

する．(3)ウェハを所定時間エッチング液に浸漬する． 

ここで、本工程では、エッチング液として、HBrとHClの混合液に希釈剤を混合した

ものを用いた．以上の工程を用いて試作した45°ミラーのSEM像を図2.3.4に示す．SEM

観察により読み取ったミラー角度は44.9°であり、ほぼ目標通りの45°傾斜面を形成でき

た．図2.3.5はHCl濃度を10%ずつ変化させた時のミラー角度の変化を示す．なお、横軸

のHCl濃度は相対値を記載している． 

 

図2.3.4 試作したミラーのSEM写真 (a)写真鳥瞰図、(b)断面図 

 

グラフを線形近似した時の傾きから、HCl濃度1%変化あたりの角度変化は0.061°であり、

従来のHClとHBrからなるエッチング液と比べて角度再現性の高いエッチング技術を確

立した．試作したウェハからランダムに抽出した19点のミラーの傾斜角度を断面SEM写

真から評価した結果を図2.3.6に示す．この結果、ミラー角度のバラつきは45°±0.3°(標

準偏差値)と高い均一性が得られた．このように高い均一性が得られた理由は、本技術

がウェットエッチング時の結晶面方位の依存性を利用していることと、従来のHCl/HBr

エッチングと比較して角度再現性の高い新エッチング液を用いているためである． 

また、表2.3.1には、同一エッチング液で、枚葉処理にて異なる3枚のウェハをエッチン
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グ後の各ウェハにおけるミラー角度の評価結果を示す．各ウェハ内で無作為に4~5点を

評価している．この結果より、異なるウェハ間においても、バラつきの小さい安定した

ミラー角度を実現できていることが分かる． 

 

 

図2.3.5 ミラー傾斜角度のHCl濃度依存性 

 

 

図2.3.6 ミラー傾斜角度のウェハ面内バラつき評価結果 
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表2.3.1 ウェハ間のミラー角度バラつき 

 
ウェハ１ ウェハ２ ウェハ３ 

平均値(°) 45.2 45.5 45.1 

σ 0.65 0.45 0.58 

 

2.4 集積レンズの設計及び作製方法 

 

前節では、窓構造を用いた45°ミラーを提案し、その作製技術を確立した．本研究の

LISELは45°ミラーによりビームを折り返し基板側へ出射する．このため、広い基板面を

利用してレンズの集積が可能である．本節では、基板を加工してレンズを集積する技術

の確立を目的とする．最初にガウシアンビームの伝搬光学を用いて、レンズ通過後の

FFPを計算し、作製するレンズの寸法を見積もる．次にドライエッチングとウェットエ

ッチングを組み合わせたレンズ形成方法においてエッチング中のレンズの形状変化を

詳細に調べることで、高精度に形状制御が可能なエッチング手法を確立する． 

 

2.4.1 レンズ寸法の設計 

 

本章ではレンズ形状とFFP評価を指標として、レンズ機能の実証を目指している．そ

こでまず、レンズ通過後のFFPの理論値を求める．ガウシアンビームの伝搬光学による

と、入射ビームのスポットサイズがω1であるとき、距離d1の位置にある焦点距離fのレン

ズを通過した後の、スポットサイズω2、そのレンズからの距離d2は以下の関係式で表さ

れる[26]．                       

 

                          (2.4.1) 
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                                                    (2.4.2) 

 

 

ここで、λは光の波長、nは伝搬する媒質の屈折率を表す．また、レンズ焦点距離は、入

射媒質の屈折率をn1、出射側媒質の屈折率をn2、レンズの曲率半径をROC（ROC: Radius 

of Curvature）とすると、 

f = 	�� ∙ ����� − �� 					(2.4.3) 
で与えられ．図2.4.1にLISELの各部位に対してこれらの関係を当て嵌めた場合の概念図

を示す．入射ビームのスポットであるω1は活性層端でのニアフィールド径に相当し、活

性層端からレンズ表面までの距離がd1となる．ω1は、活性層の多層構造とレーザの閉じ

込め構造により決定する定数となる．d1は素子の厚さにより調整が可能である．入射側

媒質はInPであり、出射側媒質は空気中であるからn1=3.2、n2=1.0でありレンズの焦点距

離はROCを選ぶことで制御できる．従って、同一のレーザ構造に対して、d1（∝素子厚）

とROC（レンズ形状）の2つのパラメータを制御することで出射ビームを制御できる．  

ここで、d2は正負いずれの値も取り得ることを注意したい．d2>0の時、出射ビームは

レンズからd2の位置でω2のスポットサイズに結像される集光系となる（図2.4.1(a)）．一

方、d2<0である場合、出射ビームは、ω2のビームウェストがレンズよりもd2だけ活性層

側に配置され、このスポットから光が放射される場合と同じ軌跡となる．従って、この

場合、レンズ通過後のレーザ光は発散系となる（図2.4.1(b)）． 

 

図2.4.1 ガウシアンビーム伝搬光学によるLISEL内部の光学系の概念図 

（a）集光系、（b）発散系 
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このことは、d1とROCの制御により、LISELからの出射ビームを発散から集光まで任意

に制御できることを意味している．出射ビームの広がり角であるFFPは、ガウシアンビ

ームの伝搬光学により、スポットサイズωを用いて（2.4.4）式で表される[26]． 

 

θ = 	 ��� � ! �"#$													(2.4.4) 
従って、レンズにより変換後のスポットサイズω2を求めることで、レンズ通過後のFFP

を計算できる．なお、(2.4.4)式の広がり角は、ガウシアンビームの強度がピークから1/e2

になるときの広がりを表すことに注意したい． 

以上から、d1とROCをパラメータとしてLISELのFFPを理論的に見積もった．図2.4.2

に結果を示す． 

 

図2.4.2 FFPのd1、ROC依存性の計算結果 

 

FFPはROCとd1の組み合わせにより様々な値が可能であると分かる．そこで、ここで

は試作・評価するレンズRCOの範囲を以下のように決定する．まず、作製可能な素子の

厚さを考慮してd1≦180µmとする．次に、一般的なDFBレーザのFFP（30°～40°）よりも

狭搾したFFPとして10°以下を選択する．以上の制約から、本試作で検討するレンズの

ROCを140～160µm以下に選んだ．次に実際のレンズの直径の目標を決定する． 
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市販されているファイバアレイの標準的なピッチは250µmである．従って、アレイ化

する際の素子ピッチもこれに合わせて250µmとするのが望ましいため、素子幅は250µm

となる．従って、チャンネル間のマージンを考慮するとレンズの直径は200µm以下程度

とするのが適当と思われる．以上から、直径が200µm以下において、ROCが140～160µm

以下の範囲でROCの精密な形状制御が可能なレンズ作製プロセスを検討する． 

 

2.4.2 レンズ作製方法の検討 

 

 半導体を加工してレンズ形状を形成する方法は、様々な手法が存在する．例えば、表

面張力や熱膨張を利用することでレジストをレンズ形状に形成し、ドライエッチングを

用いてウェハに転写する方法が報告されている [27]．しかし、この手法は、レンズの

曲率制御にレジストの表面張力や熱膨張を利用するため、安定したレンズ形成が難しい

と思われる．また、同様の方法で、ナノインプリント技術を用いて、レジストをレンズ

形状に形成する手法が報告されている[28]．この場合、安定した形状制御が可能である

ものの、レンズ形状やパタン配置を変えるためには、都度、百万円オーダの高価なモー

ルドを専用に作製する必要がある． 

 これらに対して、ドライエッチングとウェットエッチングを組み合わせることでレン

ズを形成する手法が報告されている[20]．図2.4.2にプロセスフローを示す．また、以下

にプロセス手順を説明する． 

1. 基板上に誘電体膜（例としてSiO2やSiN等）を堆積デポし、ホトリソグラフィーとエ

ッチングによってドーナツ状のパタンを形成する． 

2. ドライエッチングにより円柱形状を形成する． 

3. 円柱頭の誘電体膜を除去する． 

4. 3のウェハをウェットエッチングすることで円柱を球面形状に加工する． 

この手法では、ホトリソグラフィーとエッチングによるパタン形成によって形状を制御

しているため、レジストの形状制御を用いる手法と比較して高精度な制御が期待できる．

また、パタン配置や形状変更が比較的容易である点から応用上優位であると思われる．
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そこで、以下では、上記手法をベースとして、高い再現性でレンズが形成できるエッチ

ング条件を検討する． 

 

図2.4.3 レンズ形成プロセスフロー 

 

上記手法において、レンズ形状の制御因子は図2.4.4に示すように、ドライエッチングに

より形成される円柱直径D、円柱の外周部溝幅T、ドライエッチング深さZ、これに加え

て、ウェットエッチング時間の5つである． 

 

図2.4.4 レンズ形状の制御因子 

 

ここでは、検討を単純化するため、ZとTは一定値とし、Dに対するレンズ形状の依存性

を検討する．まず、エッチング工程におけるROCの変化を机上検討した．図2.4.5に示す

ようにウェットエッチングの進行に対して、円柱はレンズ形状へと変化し、更にエッチ

ングを進行させるとレンズが消失し平面になると考えられる．従って、エッチング時間

に対して、ROCは極小点を有する変化を示すと考えられる．この時、極小点近傍でレン

ズを形成することで、エッチングに対する尤度を大きくすることができると考えられる． 

上記を検証するため、Dを65µm、70µm、75µmとしたそれぞれの場合に対して、レン

ズ形状がなくなるまでウェットエッチングを続行した時のウェットエッチング時間と

レンズ曲率波形ROCの相関を実験的に確認した．レンズ形状の評価は、レーザ顕微鏡に
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てレンズの3次元形状のデータを計測し、(2.4.5)式のレンズの表式でフィッティングす

ることでROCを算出した．ここで、ROCは曲率cの逆数でありROC=2/cの関係があるた

めこれを用いた．ガウスビームの伝搬光学ではレンズ形状はコーニック定数が0の球面

レンズである．しかし、直径200µm以下の範囲では、コーニック定数が-1の放物面と球

面の差が小さいことから、ここでは、コーニック定数を-1とした．また、同様の理由か

ら高次項の影響は小さいと仮定し無視した． 

 

 

 

図2.4.5 ウェットエッチングにおけるレンズ形状変化の予測 

 

 

 

図2.4.6 レンズ形状とレンズの表式の関係 

 

図2.4.7にウェットエッチング結果を示す．時間と曲率半径ROCの評価結果を示す．こ

こで、V、H方向はそれぞれ、レーザストライプに垂直、水平な方向を表す．いずれの

DにおいてもROCは、ウェットエッチング時間に対して、極小値を持つように変化して

いる． また、極小点のROCはDが大きいほど大きい．これを定量的に評価するため、

極小点におけるレンズ形状を評価した．図2.4.8はレンズ頂点を通るV、H方向の2方向の
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形状プロットである．D=65µmのROCはV方向72µm、H方向70µm、D=70µmのROCはV

方向88µm、H方向92µm、D=70µmのROCはV方向108µm、H方向118µmであった．V方向

と比較してH方向のROCが大きい傾向である．この理由として、H方向の垂直な円柱側

壁に結晶面が現れ、側壁のエッチング速度が遅くなると考えられる．この結果、円柱の

H方向はV方向よりもエッチングの進行が速くなり、より平坦に近づくためROCが大き

くなると考えられる．なお、レンズ形状の応用として、この性質を積極利用することで、

楕円型のレンズを作製することも可能である．レンズに入射するビームプロファイルが

楕円形状である場合などに有用と考えられる． 

これら極小点の値を円柱直径Dに対してプロットした結果を図2.4.8に示す．この結果、

極小点でのROCの値は、Dの値にほぼ線形に比例することが明らかになった．図2.4.8の

結果から、Dに対するROCの変化率は約4.0µmであり、Dを1µm単位で制御することで

ROCを5%以下の高精度で調整できることが期待できる．以上の検討から、ROCを安定

かつ精密に制御できる見通しを得た． 

また、レンズの有効径はROCと同時に変化すると考えられる．このため、任意のレン

ズ形状を所定の有効径で実現するためには新たな制御パラメータを導入する必要があ

る．ウェットエッチング工程においてレンズのROCは円柱周辺部の溝幅Tによっても変

化すると考えられる．これは、周辺部面積が変化すると、円柱の横方向からのエッチン

グのされ方が変化するためである．そこで、有効径も考慮したレンズ形状の制御方法と

して、Dと併せて溝幅Tをパラメータに加えることで，広い範囲のレンズ形状が実現可

能と考えられる．また、ROCは周辺部溝の深さによっても変化する．ただし作製工程上、

溝深さは極力浅い方が望ましいため、溝深さはできるだけ浅く一定値に保ちつつDと溝

幅によりROCを制御することが望ましい． 
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図2.4.7 エッチング時間とレンズ曲率半径ROCの関係 

円柱直径D：（a）65µm、（b）60µm、（c）75µm 
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図2.4.8 極小点でのレンズ形状 

円柱直径D：(a) 65µm、（b）60µm、（c）75µm 
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   図2.4.9円柱直径Dと極小点におけるROCの関係 

 

 

2.5 LISEL の基本特性 

  

前節までの検討においてミラーとレンズの形状を安定に制御するプロセス技術を確

立した．本節では、これらの検討結果に基づいてLISELを試作し、従来のDFBと出力特

性とFFPを比較することで、ミラーとレンズの機能を評価する． 

 

2.5.1 素子設計 

 本検討で試作したLISELの設計値を表2.5.1にまとめる．レーザ部分はDFBレーザであ

る．また、レンズはFFPが発散型で2.1°となるように設計している。 

 

表2.5.1 試作したLISELの設計値 

構造 値 

導波路横構造 リッジ型 

DFB回折格子構造 均一構造 
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共振器長 200µm 

後端面コーティング反射率 98% 

レンズ曲率半径 90µm 

レンズ表面コーティング反射率 < 1% 

活性層端からレンズ表面までの距離d1 125µm 

  

 

2.5.2 試作結果 

作製プロセスの概要は以下である．第一多層成長後、電子ビーム露光法とエッチング

工程によって回折格子を形成する．その後、窓構造を形成する部分の活性層を除去し、

第二多層成長を実施する．この時、活性層の先端部がInPで埋め込まれ窓構造が形成さ

れる．その後、リッジ導波路を形成するまでは通常のDFBと同様の作製方法である．リ

ッジ形成後、前節の手法により窓構造部に45°ミラーを形成した．続いて、p型電極を形

成後、ウェハをガラス基板に貼り付け所定の厚さまで研磨する．次に前節の手法を用い

てレンズを形成する．最後にレンズ表面にARコーティングを施した． 

 

 

 

図2.5.1 試作したLISELのSEM像 
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図2.5.2 レンズ形状評価結果 

 

図2.5.1に以上の工程で試作したLISELのSEM像を示す．InP出射部にレンズが形成で

きていることが確認できる．素子は裏面出射であるため、ジャンクションダウンで基板

に実装している．また、基板裏面に形成したn型電極には通電のための金ワイヤを実装

している． 

図2.5.2はレンズの形状評価結果である．共振器に水平・垂直方向でほぼ同一のレンズ

形状が得られている．また、（2.4.5）式をフィッティングすることで得られたROCはV

方向88.9µm、H方向87µmであり、ほぼ設計通りのレンズ形状を得ることができた．これ

は、前節で検討した、レンズ形成プロセスを用いた結果である．   

図2.5.3（a）は、LISELの電流光出力特性の評価結果である．図には、同じウェハ内

に作製したDFBレーザの結果を併記した．LISELとDFBの結果はほぼ一致しており、面

出射と端面出射でほぼ同一の発振特性が得られている．面出射化による大幅な出力劣化

は無く、集積した45°ミラーでの損失は無視できるレベルにあり、全反射ミラーとして

機能していることを実証できた． 

図2.5.3(b)はLISELの発振スペクトルである．25℃、85℃共に、1.3µm波長帯において、

良好な単一モード発振が得られており、活性層端と窓構造の境界において発振特性に悪

影響を及ぼす反射成分は無視できる程度であると考えられる．以上の結果より、良好な

面出射とAR/HRのDFBレーザ発振特性が両立できた． 

図2.5.4にFFPの評価結果を示す．比較のために併記したDFBレーザのFFPが28°×29°で
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あるのに対して、LISELのFFPは共振器に水平方向、垂直方向それぞれ2.5°、1.9°であり

レンズが機能していることが確認できる．また、設計値2.1°に対してほぼ設計通りのビ

ームプロファイルが得られた． 

 

 

図2.5.3 レーザ特性の測定値 

(a)電流光出力特性、(b)発振スペクトル 

 

 

 

図2.5.4 FFP測定結果 

(a)共振器水平方向（Vertical）、(b)共振器垂直方向(Horizontal) 
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2.6 まとめ 

 多チャンネル大容量光モジュールを低コストに実現する光源として、レンズ集積型

面出射レーザLISELを提案した．窓構造を利用した45°ミラーを用いることでレーザ特性

に影響を与えない面出射化を提案した．また、結晶方位を利用して傾斜面を形成するこ

とで、目標値45°に対して、45°±0.3°の高精度且つ再現性の良いミラーを実現した．ドラ

イエッチングとウェットエッチングを組み合わせたレンズ形成手法において、エッチン

グ中のレンズ形状の変化を机上検討により予測し、これを実験的に確認することで、形

状変化の小さいエッチング領域を見出した．これにより、安定かつ歩留りの良いレンズ

形成技術を確立した． 

試作したLISELは、同じ設計のDFBレーザと同等の光出力特性・発振スペクトル特性

を示し、本構造を用いることでレーザ特性の劣化が無く面出射化が可能であることを実

証した．FFPを評価した結果、設計とほぼ同等の狭搾ビームを得ることができた． 

以上により、多チャンネル大容量光モジュールを低コストに実現する光源として、レン

ズ集積型面出射レーザLISELを実現するためのコア技術となる、ミラーとレンズの形成

技術を確立した． 
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第 3 章 レンズ集積型面出射半導体レーザと光ファイバの

結合特性 

 

3.1 はじめに 

 

光モジュールにおいて、シングルモードファイバ(SMF: Single Mode Fiber)と半導体レ

ーザの高効率且つ簡易な光結合の実現は最重要課題の一つである．特に、近年の多チャ

ンネル光モジュールでは、その重要性は以前にも増して大きな課題となっている[1、2、

3、4]．外部光学部品を介さずにSMFと高効率な光結合が可能な光素子は、これを解決

する有望な手段のひとつである．スポットサイズコンバータを集積することで、SMF

との高効率な直接光結合が実現できるが、光出力の損失やレーザ特性との最適化が課題

となる[5、6]．一方、レンズによるビーム変換は一般に損失やレーザ特性の劣化を伴わ

ないが、素子へのレンズ集積が課題であった[7]． 

本論文の著者は、2章において、DFBレーザに45°ミラーを集積とレンズを集積した新

型の面出射レーザLISELを提案し、試作したLISELにおいてレーザ特性の劣化無く、出

射ビームを制御可能なことを実証した．そのため、LISELはSMFと高効率な直接光結合

可能な次世代光モジュール用光源として期待されている． 

本章では、SMFとの高効率結合という観点からLISELに集積するレンズを設計する．

続いて、設計に基づいて試作したLISELとSMFの直接結合実験を実施し、外部レンズが

無くても良好な光結合効率が得られることを実証する．以上の検討により、LISELの光

結合に対する有用性を示す． 
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3.2 高効率レンズの設計 

 

本節では、ガウスビーム伝搬光学を用いて、LISELから出射したレーザ光がSMFに入

射する時の結合効率を計算によって求め、高効率結合を実現する集積レンズの設計を行

う．計算モデルを図3.2.1に示す． 

 

図3.2.1 LISEL-SMF結合効率の計算モデル 

 

直接結合系であるため、LISELの直上にSMFを配置している．集積レンズからSMFまで

の距離はZである． 

ガウスビームの伝搬光学によれば、入射ビームのスポットサイズをω1、受光面のスポ

ットサイズをω2、2つのスポット間の距離をZとするとき、これらの結合効率ηは(3.2.1)

式で表される [8]． ここで、xは2つのビームの平面方向（Z軸に垂直面内）の位置ズレ、

θは角度ズレである． 

η = 	C ∙ exp *−C+,�2 - 1#�� +
1#��/ +

"�0�2�� (#��(1) + #��) − ,0 2#��34					(3.2.1) 
 

C = 	 4#��#��(#�� +#��)� + ��2�/"� 					(3.2.2) 
 

#�(2) = #�61+ - �2"#��/
� 					(3.2.3)		 

また、Cとω1(Z)はそれぞれ、(3.2.2)式、(3.2.3)式で表される．Cは、平面ズレ、角度ズレ
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が無い場合（x=0、θ=0）のスポット間距離Zにおける結合効率であり、ω1(Z)は受光面に

おける入射ビームのスポットサイズである． 

結合効率の計算手順は以下である．2.4.1節で説明したように、まず活性層端でのスポ

ットサイズω0から、レンズ通過後のスポットサイズω1を算出する．次にω1とSMFのスポ

ットサイズω2を用いて(3.2.1)～(3.3.3)式から結合効率を求める．  

以上の手順により得られた結合効率の計算結果を図3.2.2に示す．ここでは、各d1と

ROCの組み合わせに対して最大結合効率を見積もっている．光軸に垂直な平面内の位置

ズレ、ファイバの角度ズレはそれぞれ無い（x=0、θ=0）と仮定し、(3.2.2)式により最大

結合効率を求めた．また、結合効率が-10dB以上となる点をプロットしている． 

 

 

図3.2.2 結合効率のROCとd1依存性計算値 

 

LISELからの出射光を集光型とすることで発散型より高い結合効率を得られると分

かる．これは集光することでSMF受光面における出射光のスポットサイズをSMFのスポ

ットサイズに合致させられるためである．更に、最大結合効率は0dBが得られており、

集積レンズを最適化することでLISELとSMFの高効率な直接光結合が可能であること

が理論的に示されている．また、同一結合効率の領域が右上がりに分布している．これ

は、集光点において同一のω1が得られるd1とROCの組み合わせが複数存在することを示

している．ただし、レンズのROCが異なると焦点距離も異なるため、集光点のZ方向位
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置(集光距離)は各々異なる． 

 実際のモジュールではレーザ素子とSMFの相対位置は、光結合させながら調芯するア

クティブアライメントにより実装される．レーザ素子とSMFの距離Zは結合効率と実装

精度により決定するある範囲内に規定する必要がある．一方、組み立てコスト低減の観

点からは、アクティブアライメントの調芯軸は少ない方が有利である．例えば、Z方向

は、ファイバコネクタをスペーサ上に配置することで、スペーサの寸法精度で決まる距

離に固定し、平面方向のみアクティブアライメントを適用する方法が挙げられる． 

そこで、次にZを定数とした場合の結合効率を計算し、良好な結合効率を実現できる

Zの範囲とd1、ROCの組み合わせを検討する． 

図3.2.3(a)～(f)にZを1000µmから80µmに固定した時の結合効率のd1、ROC依存性を示

す．先ほどと同様に結合効率が-10dB以上の点をプロットしている． 

マップの特徴として、d1、ROCが大きいほど、結合効率-10dB以上となる領域が広い．

これは、d1とROCが大きいほど、LISELからの出射光の集光距離が長くコリメート光に

近くなるためである．d1とROCが小さい領域では集光距離が短く、ビームは集光した後

再度広がりZが長い位置では結合が取れなくなる．例えば、Z=1000µmでは、結合効率

-10dB以上の領域が存在しない．以上の出射光の挙動により、マップは結合効率-10dB

以上の領域が右上に広がっていく分布となる．このため、広義にはd1とROCは絶対値が

大きい領域(集光距離が長い出射光)であるほど高結合効率が取れる組み合わせが多く、

この点で有利と言える．ただし、Zが極端に短い場合(Z=80µm)、集光距離より前にSMF

が配置されるため、-10dB以上の領域は広いが分布全体における結合効率は著しく低下

する． 
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図3.2.3 結合効率のd1とROC依存性(a)Z=1000µm、(b)Z=500µm、(c)Z=300µm、

(d)Z=200µm、(e)Z=150µm、(f)Z=100µm、(g)Z=80µm 
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Z=1000µmでは、マップの赤色で示される高効率合領域が存在しない．一方でZ=500µm

では高効率結合の領域が存在する．このことから、計算したd1とROCの範囲においては、

集光距離の最大値は500µm≦Z≦1000µmの領域に存在している．また、Z≦300µmでは、

高効率結合領域が広いことから、集光距離が300µm以下の範囲に分布する． 

一方で、Zが極端に短くなると（Z=80µm）、結合が取れる領域は広くなるが、結合効

率の絶対値は低下する．これは、集光系においても、LISEL出射光のスポットサイズが

ファイバスポットサイズよりも小さくなること、SMFが集光点よりも素子側に位置する

ためである．以上の傾向から、Z=150～200µmにSMFを配置することで、d1とROCの変

化に対して、ある程度の尤度を以て良好な光結合が実現できる実装が可能と考えられる．  

従って、Z=150、200µmのマップにおいて、実現可能な素子厚からd1≦180µmを考慮し、

この中で結合効率が高い領域を選択し、更にその領域内でd1とROCの値が大きい組み合

わせを選ぶことで、素子の形状バラつきに対して尤度があり、高い結合が得られると考

えられる． 

実際のモジュールでは、LISELとSMF(或いはSMFコネクタ)間距離は、スペーサ等の

部材により一定値に保つことができるが、スペーサにも公差が存在する．これを考慮し

て、本検討では、150µm≦Z≦200µmにおいて、結合効率が等しく、Zが異なる2つのROC

とd1の組み合わせを採用する．図3.2.4にROCとd1に対する集光距離の計算結果を示す．

図3.2.2に示した、結合効率のRCO、d1依存性と図3.2.4より上記を満たすROCとd1として、

(ROC,d1)=(70,130)(Z=150µm)、(90,170)(Z=180µm)を選択する．また、これらのレンズ設

計におけるピーク結合効率の設計値は-1.0dBである． 

以上の実装形態ではLISELとSMFの直接結合を想定している．一方、WDMの構成で

は半導体レーザとSMFの間に光合分波が挿入される．また、光合分波器内での光伝搬距

離は一般に数mmと長くなるため、コリメート光が必要となる．そこで、本検討では、

コリメート光検討の一環として、FFPが3~4°と狭い発散型ビームのLISELも試作する．

レンズの形状(ROC)変化によるビーム出射角制御の設計検証を目的として、集光型と同

じd1で、ROCのみ変化させて発散ビームとなる設計とした．上記を満たすレンズ設計と

して(d1、ROC)=(120、90)を選択する．以上の点を最大結合効率のマップ（図3.2.4）に

まとめた． 
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図3.2.4 ビーム集光距離のROCとd1依存性計算結果 

 

 
図3.2.5 結合効率マップにおける試作するレンズ 

3.3 LISEL と SMFの直接光結合 

 

本節では、3.2の検討に基づいて決定したレンズを集積したLISELを用いて、SMFとの

直接結合実験を実施し、LISELを用いることでSMFが高効率な光結合が可能なことを実

証する． 

 素子の仕様はレンズ設計と素子厚を除いて第2章と同様であるため、ここでは、レン



53 

 

ズの結果のみを示す．図3.3.1には試作したレンズの形状評価結果を示す． ROC=70µm

設計に対して、V方向：64.9µm、H方向：67.8µm、ROC=90µm設計に対して、V方向：

82.2µm、H方向：89.4µmであり、いずれの仕様方向においても設計値からの乖離が10%

以下のレンズ形状が得られた．次に、試作した素子を用いてSMFとの直接結合実験を実

施した結果を示す．図3.3.2に測定系の概略図を示す． 

 

  

 

 

図3.3.1 レンズ形状評価結果：(a)ROC=70µm設計、(b)ROC=90µm設計 

 

 

図3.3.2 LISEL-SMF直接結合実験系略図 
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図3.3.3に各LISELにおける直接結合実験のZ方向依存性を示す．それぞれのグラフには

ガウスビームの伝搬光学を用いた計算結果を併記している．図3.3.3(a)、(b)はそれぞれ、

集光型のROC=70µm設計、ROC=90µm設計素子の結果である．Z方向のプロファイルが

ピークを有することから、設計通りレンズによって出射ビームが集光されていることを

実験的に確認できる．また、ピーク結合効率は、ROC=70µm設計素子で-3.8dB、ROC=90µm

設計素子において-4.1dBであり、良好な値であるが、結合効率の設計値-1.0dBから乖離

している．この原因として、まず、レンズ形状が設計値からずれたことが考えられる． 

図3.3.3(a)、(b)の点線と実線はそれぞれ、レンズROCが設計値の場合と実測値の場合の

計算結果である．なお、ROCの実測値を用いた計算では、V方向、H方向個別に結合効

率を計算した後、これらの平均値を計算し、プロットしている． 

いずれのグラフにおいても実測値と実線が比較的よく一致することから、結合効率の実

測と理想計算のズレの主要因はレンズ形状のズレと考えらる．また、実測値と実線にも

乖離が見られるが、これは今回の計算では考慮していないレンズの非球面成分の影響と

考えられる．ROC=90µm設計の結果と比較して70µmの乖離が大きい．これは、70µmの

方がレンズ形成時の円柱直径が小さく、レンズ有効径が小さくなるため、非球面成分の

割合が大きくなるためと考えられる．以上の結果より、結合効率の改善には、レンズ

ROCの設計からのズレを10%よりも小さくすること、レンズの非球面成分を無くすこと

が必要と考えらる． 

 続いて、発散型のROC=90µm設計素子では、結合効率のZ方向依存性の実験値が理論

値とよく一致しており、単調に減少している．発散型のROC=90µm設計素子では、d1の

値が120µmと集光系に対して短いことから、レンズ面において光スポットがレンズの中

心付近を通過するため、理論値とよく一致したプロファイルが得られたと考えられる．  

以上の結果より、集光レンズを用いることでSMFとの結合効率を向上できることを実

験的に確認した． 

続いて、各素子の結合効率のV、H方向位置依存性の測定結果を図3.3.4から3.3.6に示

す．図3.3.4と図3.3.5はそれぞれ、集光型のROC=70µm設計素子、ROC=90µm設計素子を

用いて結合損失のV、H方向位置依存性の過剰損失の測定結果である．これらの素子で

は、図3.3.3に示したZ方向のピーク位置において、V、H方向へSMFをスキャンすること

でそれぞれの依存性を測定した．集光系では、ピーク結合効率は高いが、ビームが集光
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されているため、V、H方向のトレランスは小さい．最大結合効率から1dBロスが発生時

のトレランスは、±2.0µm程度である． 

 これに対して、図3.3.6に示すように発散系では、最大結合効率から1dBロスが発生時

のトレランスは、±5.5µmであり広いトレランス特性が確認できた．以上の振る舞いは理

論計算とよく一致しており、レンズが設計通りに機能していることを実証した． 

 これらの結果から、トレランス拡大には、出射ビームのFFPが広げることが有効であ

る．また、集光ビームにおいて、ビーム集光位置からファイバ位置をずらす(でフォー

カス)することでも同様の効果が得られる．しかしながら、これらの手法ではトレラン

スと最大結合効率はトレードオフの関係となるため、実際のモジュールでは、光出力の

仕様と実装精度の両方を考慮した設計が重要となる． 
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図3.3.3 LISEL-SMF直接結合実験結果(Z方向依存性):(a)ROC=70μm設計、(b)ROC=90

μm設計、(c)ROC=90μm設計(発散型) 
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図3.3.4  LISEL-SMF直接結合実験結果(ROC70µm設計 V、H方向依存性) 

 

 

図3.3.5 LISEL-SMF直接結合実験結果(ROC=90µm設計(集光)、V、H方向依存性) 
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図3.3.6  LISEL-SMF直接結合実験結果(ROC=90µm設計(発散)、V、H方向依存性) 

 

 

 

3.4 まとめ 

 

本章では、SMFと高効率で結合可能なレンズを設計し、試作したLISELとSMFの光結

合実験を行い、LISELの光結合における優位性を実証した．LISELとSMFの直接光結合

実験の結果から、集光型の出射ビームのLISELが実現できることを確認した．レンズ曲

率半径ROCが70µmの集光型高曲率レンズを試作し、SMFとの直接結合にて、結合効率

-3.8dBを得た．以上の結果から、LISELが低コストに光結合可能なデバイスとして有用

であることを実証した． 
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第 4 章 レンズ集積型面出射半導体レーザの高速化検討 

 

4.1 はじめに 

 

前章までで、本研究で提案するLISELがSMFと高効率な直接光結合が可能であること

を実証した．本章では、LISELの高速動作化を検討する．近年の主流な光通信規格であ

る100GbEではチャンネルあたりの速度は25Gbpsであり、これを4チャンネル使用して

100Gbpsの伝送速度を実現している．これに対して、近年25Gbps以上で動作するレーザ

の開発が活発に進められている[1、2、3、4、5]．そこで、本章では、前章で検討した

LISEL構造における25Gbps動作化を検討する．LISELはDFBレーザをベースとしている

ため、高速化には従来のDFBと同じ手法が適用できる[6]．そこで、本章では、DFBレー

ザ部分の短共振器化により緩和振動周波数増大を図り、LISELの高速特性向上を検討す

る．また、簡易実装が可能なフリップチップ実装構造において、低インダクタンスな構

造を検討する．以上によりLISELの25Gbps動作を目指す． 
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4.2 直接変調型レーザの高速化 

 

LISELのレーザ共振器は通常のDFBレーザと同一の構造を採用している．このため、

LISELはDFBレーザ同じ手法により高速化が可能である．そこで、まず本節では、DFB

レーザに代表される直接変調レーザの高速化について述べる．直接変調レーザの変調帯

域は、素子に注入する電流量に比例して増加する．これは、変調帯域を決定する要因の

ひとつである緩和振動周波数frが(1)式の関係で表されるためである[7]． 

                              

(4.2.1) 

                                                             

ここで、I は注入電流、Ithはしきい電流値、vgは群速度、qは素電荷、Lcは共振器長、

ΓMQWは活性層の光閉じ込め係数、Nw、Lwはそれぞれ活性層量子井戸の層数、および層

厚さ、ηi は内部量子効率、dg/dNは微分利得である． 

(4.2.1)式から注入電流がしきい電流値以上の時、fr は注入電流の平方根に比例して増

加する．この比例係数 fr/(I-I th)
1/2を緩和振動周波数効率 ηfr と定義すると、同一電流で fr

を増大するためには ηfr を増大すればよいと分かる．従って、高速動作の低電力化のた

めには ηfr の増大が有効な手段である．また (4.2.1)式から、任意の活性層に対し、共振

器長 Lcを短くすることで ηfr を増大できると分かる．以上から、本報告では短共振器化

を指針として高速特性向上を検討する．レーザの共振器長を変化させると共振器のミラ

ー損失が変化するため、光出力も変動する．このため、短共振器化する場合には共振器

の反射率も同時に考慮する必要がある． DFBレーザの反射率は、モード結合理論によ

り求められる単位長さ当りの反射率 κ と共振器長 Lcの積 κLcと比例関係にある[8]．そ

こで、共振器長と κLcをパラメータとして、雰囲気温度 85℃における ηfr と最大光出力

を計算し、各々の最適値を検討する． 

レーザ横構造は、2章と同様にリッジ導波路型とする．また、一般に短共振器化する

と、素子抵抗が大きくなるため光出力の熱飽和が顕著になる．そこで計算では、電流増

加時の自己発熱としきいキャリア密度の温度依存性を考慮した収束計算を実施し、各電

流値において温度安定する時の光出力とηfr を算出することで熱飽和の効果を取り入れ

る． 
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最初に最大光出力の観点から、最適共振器長範囲を検討する．図4.2.1(a)に85℃おける

最大光出力の計算結果を示す．最大光出力は短共振器化に伴い減少する．実際の光モジ

ュールでは、モジュール光出力が規格によって定められているが、レーザチップの光出

力はモジュール内光学系の光損失に依存するため明確な規定は存在せず、ベンダー毎に

異なる．そこで本章では、25Gbps動作が報告されているリッジ導波路型のDFBレーザを

参考とする[9]．このDFBレーザでは85℃において駆動条件下での光出力は10mW前後で

ある[9]．そこで、ここでは、光出力の目標値を10mW前後に設定する．図2.4.1(a)から、

これを達成するためには、共振器長≧100µmが必要であると分かる． 

図2.4.1(b)は、85℃におけるηfrの共振器長依存性である．ηfrは短共振器化に伴い増加す

る．また、共振器長が同じ時κLcが大きいほどηfrも増加する．これは以下のように理解

できる．κLcが増大するとミラー損失が低減するため、しきいキャリア密度が低くなる．

一方、量子井戸レーザでは、利得がキャリア密度に対して対数関数的に増大する[10]．

このため、キャリア密度が低いほど微分利得は大きくなる．従って、κLc増大に伴い微

分利得が増大し、ηfrが増大する． 

 

図4.2.1 (a)最大光出力の共振器長依存性、(b)ηfrの共振器長依存性 

 

続いて、25Gbps動作に必要なηfrの目標値について考察する．既に本素子と同様のリ

ッジ導波路型のDFBレーザにおいて95℃での25Gbps動作が実証されている[9]．この

DFBレーザはκLc=1.6、 Lc=160µｍであり、95℃でのηfrは2.0GHz/mA1/2が得られている．

また、95℃、25Gbps動作時の中心バイアス電流は60mAである．従って、Lc=160µｍ、ηfr

≧2.0 GHz/mA1/2とすることで中心バイアスを上記DFBレーザよりも低減しつつ25Gbps
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動作が実現可能と考えられる．ηfrが大きい程動作電力を低減できる．以上より、Lcをほ

ぼ一定に保ったままκの増加を図るのが良いと考えられる．しかし、κ＞200 cm-1では回

折格子厚さを70nm以上と厚くする必要が有り、ｐクラッド層を再成長した際の結晶表

面状態の劣化といったプロセス上の課題が発生すると懸念される．以上の検討から本研

究では共振器長150µm、κLc=3.0(κ=200 cm-1)とする． 

 

 

4.3 フリップチップ構造の設計 

 

本研究で試作した素子の構造図を図2に示す．低容量フリップチップ実装の観点から、

素子表面のレイアウトを検討した．従来の素子は、表面のメサ上部にp電極、裏面にｎ

電極を配置する構造である． 

フリップチップ化のためには、電極を表面に形成する必要がある．また、次に進める

べきアレイ化を考慮すると、チップの幅はリボンファイバのピッチ間隔に合わせた

250µmとする必要がある． 

 

 

図4.3.1 フリップチップ型LISELの模式図 
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この条件のもと、p電極からｎ電極間の抵抗を低減するには、ｎ電極をレーザ共振器

と並行で近接して配置する必要がある．さらに、p電極パッドの浮遊容量を極力削減す

る必要がある． 

以上の検討から、図4.3.1(a)に示すような電極配置を採用した．チップが基板面に並行

に実装されるよう、ｎ型電極パッドは2か所設け、3点支持構造とした．なお、図4.3.1(a)

のp、nパッドの寸法は80µmφの金バンプで実装可能な最小の大きさとした．集積ミラー

部分を回避するためにｎ電極はDFB共振器部分の周りに引き回した．  

また、全体の素子長は400µmとした．ｎ電極はｐクラッドをn基板に達する深さにエ

ッチングした後、露出したnクラッド層にコンタクトした．図4.3.1(c)の素子断面図に示

すように、ミラーで折り曲げられたレーザ光の出射する位置には基板をエッチングして

レンズを集積した． 

次に上記構造において、実装時の素子の電気応答帯域fCRを等価回路解析により調べ、

高速動作化の可能性を検討する．図4.3.2に作成した等価回路図を、表2には用いたパラ

メータを示す．なお、ここでは、シミュレーションにおいてサブマウントの材料には

AlNを仮定した．また、フリップチップ実装の効果検証のためワイヤボンディングで実

装した場合のシミュレーションも実施した．フリップチップ実装型とワイヤボンディン

グ実装型の違いは回路図上で実装インダクタンスLnの値として反映させた．半導体レー

ザでは活性層への電流注入により光を発生させることから、シミュレーションでは活性

層部分直列抵抗Rj1での周波数応答を調べた． 

図4.3.3にシミュレーションの結果を示す．図中のLn=800pH、400pHはそれぞれ、ワイ

ヤ長が1mm、0.5mmのワイヤボンディング実装の結果であり、Ln=100pHはフリップチ

ップ実装の場合である．同図より、実装インダクタンスが小さいほどfCRは大きくなり、

高速動作に有利であることが分かる．本研究のフリップチップ実装構造ではfCR=8GHz

となった．緩和振動周波数のピーキング効果を併用すれば、fCR≧8GHzであれば素子全

体の帯域を20GHz近くに延ばせるため25Gbps動作の可能である．この事から、図4.3.1

の構造で本検討を進めることとする． 
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図4.3.2 電気応答の等価回路モデル 

 

 

 

 

 

図4.3.3 LISEL等価回路モデルの電気応答計算値 
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4.4 高速動作向け LISEL の作製方法 

 

次に図5に示す作製フロー概略を用いて本素子の作製手順を説明する．まず有機金属

気相成長法(MOVPE: Metal Organic Vapor Phase Epitaxy)を用いてn型(100)基板上に第一

多層(InGaAlAs引張歪MQW活性層、InGaAsP回折格子層、InP保護層)を形成する(図

4.4.1(1))．続いて、レジストマスクを用いて保護層及び回折格子層を部分的に除去した．

その後、EB描画工程とドライ及びウェットエッチング工程を用いて回折格子パタンを

形成する(図4. 4.1 (2))．回折格子は安定な縦単一モード発振が得られるようにλ/4シフト

構造を用いている．続いて、第二多層(InPクラッド層、コンタクト層)を再成長する．再

成長時に、活性層先端にミラーを形成するためのInP窓構造を形成する(図4.4.1 (3))．次

にリッジ導波路を形成する．リッジ形成と同時に後の工程でｎ電極を形成する位置のp

クラッド層も同時にエッチングする．その後、素子の寄生容量低減のため、活性層の一

部を電気的に分離するためのアイソレーション溝を形成する[12]． 

リッジ導波路構造の側壁にはSiO2からなる保護膜を形成した．続いて、このパッシベ

ーション膜をマスクとして2章で検討したウェットエッチングすることにより45°に傾

斜したInPミラー面を形成する．ミラーエッチング工程に続いてp電極とn電極とそれぞ

れリフトオフ法を用いて形成する．続いてp、n電極上に放熱性向上のため厚さ3.0µm前

後の金メッキを施している(図4. 4.1 (4))． 

以上の表面工程の後、素子裏面に2章と同様の方法で集積レンズを形成した．最後に

レンズ表面に反射率約1%のARコーティングを施してウェハ工程が完了する(図4. 4.1 

(5)、(6))． 

以上の工程により作製したLISELウェハの表裏面写真を図4.4.2に示す．同図中には黒

枠で1素子分の領域を示した． 

次に劈開により素子が横一列に並んだバーを切り出し、素子の後端面に反射率98%以上

の高反射コーティングを施す．その後、バーからチップを切り出す．完成した素子はマ

イクロストリップラインを有するステム上にジャンクションダウンでフリップチップ

実装する． 
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図4.4.1 フリップチップ型LISELのプロセスフロー 

 

図4.4.2 試作したフリップチップ型LISELの写真 
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4.5 高速 LISEL の動作特性 

 

4.5.1 CW 動作特性 

 

試作した素子のCW条件での電流光出力特性の典型例を図4.5.1(a)に示す．発振しきい

電流値は25℃、85℃でそれぞれ6.4mA、13.8mAであり、良好な低しきい値発振を示して

いる．また、85℃における最大光出力は10mWを上回り目標値を達成した．しかし、実

駆動電流(50～60mA)における光出力は約5～6mWであることから、実用化に向けては更

なる光出力の改善が必要である． 

 

 

図4.5.1 フリップチップ型LISELのDC特性：(a)光出力特性、(b)スペクトル 

 

4.5.2 周波数応答特性 

 

試作した素子の25℃、85℃における小信号周波数応答特性のバイアス電流依存性を図

4.5.2に示す．25℃において、30mAの低バイアス電流で3dB周波数帯域f3dBは14.5GHzを
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得た．また、85℃の高温下においても40mAの低バイアス電流にてf3dB=14.5GHzを得るこ

とができた．更に重要な点は、高速変調時に実際に使用されるバイアス電流30～40mA

において温度上昇時のf3dB劣化が少ないことである．このことから、広い温度範囲にお

いて低電力な動作が期待できる．なお、今回の測定結果では15GHz近傍に特異なディッ

プが現れているが、これは評価系に起因するものと考えられる．ディップ近傍を除いて

フィッティングし、ディップの影響を除外すると、25℃、85℃それぞれにおいて30 ～

40mAのバイアス下でf3dBは約17GHzである． 

 

 

図4.5.2 フリップチップ型LISELの周波数応答特性(a)25℃、(b)85℃ 

 

 

次に周波数応答特性から高速動作に関わる種々のレーザ特性を解析した．直接変調レ

ーザの周波数応答特性Fは一般に(4.5.1)式で表わされる[11]．ここで、frは緩和振動周波

数、Γは素子に固有のダンピング項、C、Rはそれぞれ素子の寄生容量と直列抵抗である．                                                                                                                             

 

測定した周波数応答特性のデータを(4.5.1)式でフィッティングすることにより、素子

のfrと電気応答帯域fCRを算出できる．図4.5.3(a)は25℃でのバイアス電流10～50mAの範
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囲におけるfCRの算出結果である．同図からfCRは8～10GHzであり、等価回路シミュレー

ションでの結果の8GHzと比較的よく一致した．ここで、今回試作したLISELの周波数応

答の制限要因について考察する．式(4.5.1)のΓはΓ=Kf2+1/τnで表される．ここで、τn

はキャリアライフタイム)[11]、比例係数KはK因子と呼ばれ、素子の非線形利得や微分

利得によって決まる定数である．従って、周波数応答はfr、K、CRにより決定すると分

かる．一般に、fr、Kによってのみ決まる周波数応答帯域の最大値はそれぞれ、Fmax(fr)=

√(1+√2)fr [12]、Fmax(K)=2√2/K [13]で表されることが知られている．表5.4.1には、式

(4.5.1)とこれらの関係から求めた各要素に依存する周波数応答帯域の解析結果をまと

める．同表からFmax(fr)は25℃、85℃でそれぞれ、28.4GHz、25.5GHz、Fmax(K)は、25℃、

85℃でそれぞれ、33.4GHz、21.8GHz、であり、一方、CR帯域は、8.6GHzである．これ

らの結果より、素子の帯域を制限している要素はCRであると言える．従って、素子の

寄生容量低減により更に帯域を拡大することが可能である．容量低減対策としては、電

極パッド下に厚保膜の有機物を挿入する、活性層体積を低減するなどが考えられる． 

さらに、将来の50Gbps超動作に向けた、frの拡大に関して、共振器長を100µm以下に

小さくすることでfmax(fr)を35GHz程度まで拡大可能との報告されている[14]．ただし、

共振器長短縮すると熱飽和によるfr飽和が顕著になるため、放熱構造も考慮したレーザ

設計が重要となる． 

図4.5.3(b)はfrの駆動電流依存性である．同図より25℃でのηfrは3.6GH/mA1/2であり、リ

ファレンスの端面出射型レーザ3.0GHz/mA1/2に比べ約20%改善した．また、85℃におけ

るηfrは3.2GHz/mA1/2でありこの値は85℃での1.3µm波長帯レーザのトップデータである．

これらの良好なfr特性は高κ回折格子導入により活性層内部での光密度を適切に増大す

ることができたためと考えられる．また、本素子では高温下での高速特性劣化が比較的

小さい傾向にある．これは金メッキなどにより放熱特性が向上したためと考えられる． 
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図4.5.3 (a) CR特性の解析結果、(b)緩和振動周波数の駆動電流依存性 

 

 

次に種々の温度における25Gbpsでの変調動作特性を評価した．信号には231-1の疑似ラ

ンダム信号(PRBS: Pseudo-random bit sequence)を用いた．図4.5.4に25Gbps動作時のアイ

パターンを示す．同図に示すように本素子において100℃での25Gbpsアイ開口を達成し

た．これは1.3µm帯の面型レーザでは世界初の成果である．また、κの増大により25℃、

85℃における25Gbps動作時の中心バイアス電流は25mA、40mAであり、従来の端面出射

型レーザと比較して約30%低減することができた[9]．また、25℃においてはCMOS駆動

可能な低電流(バイアス電流25mA、振幅電流37mApp)での25Gbps動作を達成しており[14]、

本素子が省電力高速動作用光源として有望であることを示した．一方で、85℃における

25Gbps駆動条件はバイアス電流40mA、振幅電流41mAppであり、高温下でCMOS駆動す

るためには更なる低電力化が必要である．  
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図4.5.4 25Gbpsアイ波形評価 

 

 

4.6 まとめ 

 

本章では、LISELの高速動作化に取り組んだ．省電力で25Gbps動作可能な面出射レー

ザとして、高κ回折格子を有し、フリップチップ実装の可能なレンズ集積型面出射レー

ザ(LISEL)の初期検討を行い、以下の結果を得た． 

1) 85℃での高光出力発振（≧10mW）及び、25℃から85℃の広い温度範囲で副モード

抑圧比≧40dBの安定な縦単一モード発振を確認した． 

2) 25℃でのf3dBは14.5GHzであり、この時バイアス電流は30mAであった．85℃におい

て同じf3dBを得るために必要なバイアス電流は40mAであり、高κ回折格子の効果を反

映し、高温下においも低バイアスで良好なf3dBを得た． 

3) レーザの周波数応答より見積もった緩和振動周波数の電流効率ηfrは25℃で3.6 

GHz/mA1/2、85℃で3.2GHz/mA1/2の良好な結果を得た． 

4) 25℃～100℃で25Gbpsアイ開口を確認した．  

以上より、LISELが次世代の高速光モジュールの光源として有望であることを実証した． 
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第 5 章 新活性層材料による高温高速特性の改善 

 

 

5.1 はじめに 

 

高温下でも高速動作する半導体レーザは、冷却素子が不要であるため、モジュールコ

ストの低減が可能である．本章では、高温での高速特性の改善が期待される新材料

GaInNAs を活性層に用いた半導体レーザ実現に向けて、GaInNAs結晶の高品質化に取

り組む．まず、GaInNAs材料の概要について述べる．続いて、高品質化の課題と本研究

での取り組みについて言及する．結晶品質の評価指標として電流密度を用い、本検討に

よる電流密度の低減を実証する．最後に、本研究で得られた高品質なGaInNAsを活性層

に用いたレーザの評価結果を示す． 

 

5.2 新活性層材料 GaInNAs 

 

GaInNAsは、InGaAsPやInGaAlAsと比較して、高い微分利得有するため次世代の超高

速レーザの活性層材料に有望と考えられている[1]．更に従来の材料と比較して大きな

バンドギャップを有することが理論的に実証されており[2]、高温における高速動作が

改善できる新材料として期待されている．実際に、GaInNAsを活性層に用いたレーザに

おいて、広い温度範囲でのレーザ動作が報告されている[3、4、5、6]．更に、結晶中の

NやInの組成を最適化することで、1.3µm帯での発振が可能なことから、光通信用の半導

体レーザへの応用が期待されている[7、8、9]．しかしながら、原子半径の小さいN原子

を構成原子として数%含んでいることに起因して、材料分離し易く、高品質な結晶を成

長することが難しいことが課題なっている[10]． 
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5.3 GaInNAs結晶の高品質化 

 

これまでGaInNAs結晶では材料分離し易いため、結晶成長の余裕度が小さく、高品質

化への手法が確立されていなかった．これに対して、有機金属気層法（MOCVD）で成

長したGaInNAsにAlが混入することで結晶が劣化するとの報告がなされた[11、12、13]．

GaInNAs層の前に成長したAlGaAs層や、AlAs層の成長で使用したAl原料が配管に残存

し、これが混入していると説明されている．そこで、分子線エピタキシー(MBE:Molecular 

Beam Epitaxy)法で成長していた本研究においても過去に試作したGaInNAs結晶のAlの

SIMS分析を実施した．図5.3.1(a)に結果を示す． 

図から分かるように GaInNAs層への Al 混入が確認されている．しかしながら、MBE

法では原理的に、残存材料による混入は発生しない．このことから、チャンバー内壁に

付着している Al が GaInNAs内へ混入していると考えられる．そこで、混入を極力阻止

する為に、真空内面に特殊加工を施した MBE 成長室を導入した．更に、Al の混入を極

力抑えるため、クラッド層を従来の AlGaAs から GaInPへ変更した．図 5.3.2(b)に新規

チャンバーで成長した GaInNAs結晶の Al の SIMS分析結果を示す．GaInNAs結晶中の

Al 混入は検出限界レベル以下であり、真空内面に特殊加工を施した新 MBE 成長室を用

いることで、懸案の不純物である Al の濃度を問題がないレベルまで低減することがで

きた． 

 

図5.3.1 GaInNAs結晶のAl濃度のSIMS分析結果：(a)Alフリー化前のMBEで成長した結

晶、(b)AlフリーMBEを用いた結晶 
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次に、成長した単一量子井戸結晶をフォトルミネッセンス（Photoluminescence：PL）

法により評価した．PL 測定は顕微フォトルミネッセンス装置を用いて室温で行った．

分光器の焦点距離は 32cmであり、分光した光を液体窒素冷却の Ge検出器を用いてロ

ックイン検出した．励起波長は Ar イオンレーザの 514.5nmと YAG レーザの 1064nmで

あり、励起強度はレーザの出射端でそれぞれ 50mW と 80mW とした．GaInNAs/GaAs

量子井戸をこれらの波長の光で励起すると、514.5nm励起では井戸層と障壁層の両方で

キャリアが励起されるが、1064nm励起では井戸層のみで励起される．一般に、井戸層

励起では PL強度が弱くなるが、再結合するキャリアの量が主に井戸層のみに依存する

ために、井戸層の結晶性に関する定量的な議論ができる．そこで、レーザ構造結晶の

PL 測定については、励起波長として 1064nmを採用し、PL強度の低下を開口数の大き

い赤外対物レンズ(NA=0.8)を使った顕微測定で補った．一方、PL 強度が弱いものも含

む成長条件の最適化では、励起光のスポットサイズが数 100µm になるマクロ測定法で

PL測定を行い、励起波長を 514.5nmとした．図 5.3.2に評価結果を示す．リファレンス

として、Al フリー化前の GaInNAs結晶と GaInAsの結果を併記した．PL強度は Al フリ

ー化によって、従来よりも約 10倍強度が増加し、GaInAsと同等の強度が得ることがで

きた． 

 

図 5.3.2 各結晶における PL評価結果 
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以上の検討から、GaInNAsの結晶劣化の要因として、Alの混入が関係していることを実

験的に明らかにし、Alを除去することで結晶高品質化できることを実証した． 

しかしながら、この結晶を用いてブロードエリア(BA)レーザを作製し、しきい電流密

度を評価したところ、700A/cm2であり、現在の世界最小値の約3倍の大きさであり、更

なる結晶品質の改善が必要であることが分かった．結晶品質が不十分であった理由とし

て、成長温度が最適化されていなかったと考えられる．そこで、次にGaInNAsの成長温

度の最適化を検討した．成長温度を変えて作製したいくつかのGaInNAs結晶に対してPL

スペクトルを評価し、成長温度とピーク強度の相関を調べた．図5.3.3に結果を示す．こ

の結果、成長温度440℃付近でPLピーク強度が最も高く、GaInNAsの最適な成長温度は

440℃であることが明らかになった． 

 

 

 

図5.3.3 PLピーク強度の成長温度依存性 
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5.4 GaInNAsレーザの動作特性 

 

次に、高品質化された GaInNAs結晶を活性層に用いてレーザを試作し、動作特性を

評価した．図 5.4.1は今回作製した GaInNAs-SQWレーザの構造断面図である．リッジ

導波路型のファブリーペローレーザとした．クラッド層は活性層への Al 混入を防止す

るために GaInPを用いた．前後端面にそれぞれ反射率 70%と 90%の高反射コーティン

グを施したメサ幅 2µm、共振器長 200µmの RWGレーザを作製した．また、しきい電

流密度を評価するために同一ウェハ内にメサ幅が 80µmの BA レーザを作製した． 

 

図5.4.1 GaInNAsレーザの断面図 

 

最初に、BA レーザを用いてしきい電流密度を評価した．図 5.4.2は BA レーザから 

れたしきい電流密度と共振器長の逆数の関係である．測定されたしきい電流密度の 

最小値は共振器長 1600µmの素子にて 280A/cm2であった．また、図 5.4.2のグラフか 

ら外挿して得られた共振器長無限大でのしきい電流密度は 200A/cm2 であった．今回得

られたしきい電流密度は現在報告されているMBE成長GaInNAsレーザの世界最小の値

と同等である[14]．また、図 5.4.2のグラフの傾きから算出された利得定数は 1900cm-1

であった．この値はこれまで報告されている GaInNAs SQWの結果と比較して 10%程度
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大きいものである[15]．これらの良好な特性は Al フリーMBE の導入により GaInNAsの

結晶性が大幅に改善した結果である． 

図 5.4.3は RWGレーザから得られた CW 発振時の電流と光出力の関係である．しき

い電流は 25℃で 5.2mA、85℃で 10.2mA であった．これらは報告されている

GaInNAs-SQW RWGレーザの中で最小である．また、長波長帯で一般的な InGaAsPや

InGaAlAs 系レーザと比較しても低い値を達成した[16]．25℃から 85℃の範囲での特性

温度は 92Kであった．この値は SQWにおいては高い値であり、本レーザの良好な温度

安定性が分かる．図 5.4.4は RWGレーザの 25℃における CW 動作時の発振スペクトル

である．発振ピーク波長は 1.31µm であった．従って、光通信用ファイバに適合する長

波長化を低しきい値にて実現した． 

 

 

 

図 5.4.2 しきい電流密度と共振器長の逆数の関係 

 

 

 

 



81 

 

 

図 5.4.3 GaInAsレーザの電流光出力特性 

 

図 5.4.4 発振スペクトル特性 

最後に本研究で作製した RWG レーザの高速性について述べる．図 5.4.6は RWG レ

ーザから得られた 25℃での緩和振動周波数と駆動電流の平方根の関係である．緩和振

動周波数は 12GHzと高い値を得られた．また、高速動作特性の重要な指標である図 5.4.6

のグラフの傾きは 1.8GHz/mA1/2であり、本レーザの良好な高速動作性が示された． 
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図 5.4.5 緩和振動周波数と駆動電流の関係 

 

5.5 まとめ 

 

高温下での高速特性の更なる改善に向けて、GaInNAs量子井戸結晶の高品質化に関す

る研究を行なった．本研究では、GaInNAs 結晶を劣化させる原因の一つと考えられる

Al の混入を避けるために、原料として Al を含まない MBE 装置を導入し、高品質化に

関する検討を進めた．以下に、この Al フリーMBE 装置を用いた GaInNAs量子井戸結

晶の高品質化に関する検討の結果をまとめる．まず、レーザ構造結晶に必須であるクラ

ッド材料として GaInPを選定し、その MBE 成長技術を確立した．単一量子井戸結晶の

成長温度条件最適化を行ったところ、PL 評価からその結晶性が向上したことが分かっ

た．以上の検討により、ブロードエリアレーザから算出した敷居電流密度は世界最小と

同等値を実現した．また、この結晶性向上により、実用に十分なレベルのしきい電流の

低いレーザ発振を実現した．さらに、高速特性の指標である緩和振動周波数の傾きは実

用化されているレーザと同等レベルの値を確認した．以上の検討により、GaInNAs結晶

を実用化レベルまで高品質化できた． 
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第 6 章 端面フリー型 LISEL の基礎検討 

 

 

6.1 はじめに 

 

光モジュールを低コスト化する手段のひとつに、構成部品の製造コスト低減が考えら

れる．2.2.1で述べたように、DFBレーザの特性は素子端面の反射状態に応じて敏感に変

化する．特に素子端面で反射がある場合、端面における回折格子の位相に応じて特性は

複雑に変化する．一般に、DFBレーザは劈開によってチップ形状に切り出されるが、劈

開の位置精度は数µmから数10µmオーダである．一方、通信波長に対応した回折格子の

ピッチは通常200～300nmであるため、素子端面における回折格子の位相を特定の位置

に制御することはほぼ不可能と言える．従って、レーザ特性を保障するためには、ウェ

ハ工程が終了した後、チップ化（劈開、端面コーティング）した素子を全数評価・選別

しなければならない．このため、現行のDFBレーザは、製造の観点で高コストなデバイ

スである． 

加えて、高湿環境下で端面コーティングが剥離劣化する現象が知られており、素子信

頼性の劣化要因となっている[1]．このため、一般に光モジュールのサブアセンブリは、

N2ガスなどを封入したハーメチック実装が標準的に用いられている．近年、より簡易で

低コストなモジュール構成として、封止無しのノンハーメチック実装が提案されている

[2、3、4]．しかし、端面コーティングに起因するDFBレーザの信頼性確保が大きな技術

課題である． 

このようなDFBレーザに対して、MMF用途の光源であるVCSELは、共振器がウェハ

面垂直方向に形成される面出射構造であるため、製造工程から特性チェックまで一貫し

てウェハ状態（オンウェハ）で実施可能である[5]．オンウェハ評価の導入によってチ

ップ選別工程を大幅に簡略化できるため、VCSELは製造コストの低いデバイスである．

更に、端面コーティングを使用しないことから、ノンハーメチック実装に対応する光源
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としても有望視されている[6、7]． 

一方、オンウェハ評価可能なDFBレーザとして、45°ミラーとエッチング端面を利用

した、水平共振器面出射レーザが報告されている[8]．しかしながら、これらのレーザ

においても端面と端面コーティングを必要とするため、特性歩留りとノンハーメチック

実装への適用には課題が残る．これら課題を鑑みると、面出射構造に加えて、端面を使

用しない端面フリー構造を実現できれば、製造コストが低く、高湿環境下でも高信頼な

DFBレーザが実現できると考えられる． 

端面フリー構造実現には、劈開面とHRコーティングによって提供されている反射機

能をウェハプロセスで集積し、且つ素子端面が反射に影響を及ぼさない構造が必要とな

る．ウェハプロセスで反射機能を集積する構造として、DFBレーザの端面にDBRミラー

を集積した分布反射型(DR: Distributed Reflector)レーザが知られている[9]．しかし、DR

レーザは残留反射成分を除去するために、DBR端にARコーティングを用いており、端

面フリー構造になっていない[10]． 

以上を背景として本章では、端面フリー型LISELを提案する．前章までで検討した

LISELは後端面に劈開面とHRコーティングを使用しているため、オンウェハ評価に未対

応である．一方、端面コーティングは後方のみであるため、両端が端面コーティングで

ある通常のDFBレーザよりも高湿環境での耐性に有利であるものの、実使用上は完全な

端面フリー化が望ましい[11]．更に、端面フリー化により従来は不可能であった2次元

アレイ化が可能となる． 

そこで、本章では、LISEL後方を端面フリー化する新構造を提案する．提案構造を用

いて従来のLISELと同等のレーザ特性が得られることを実証し、端面フリー型LISELの

基礎技術を確立する．また、端面フリー型LISELを用いたオンウェハ評価を実施し、端

面フリー型LISELの製造コスト低減に対する有用性を実証する． 

最後に将来展望として、400GbEや更にその先の大容量化を視野に入れた、端面フリ

ー型LISELの25Gbps超への高速化について述べる． 

 

 

 

 



87 

 

6.2 端面フリー型 LISEL の素子構造 

 

LISELの出射側は、窓構造を利用した45°ミラーによって面出射化されているため、端

面フリー構造となっている．そこで、劈開端面とHRコーティングで提供されている後

方端面の機能をウェハプロセスで集積する新たな共振器構造を提案する． 

図6.2.1に端面フリー型LISELの概念図を示す．DFBレーザの後方に高反射機能を有す

るDBRミラーと吸収体を隣接して集積し、デバイス端を窓構造で終端している．DBR

ミラーから漏出たレーザ光は吸収体により吸収される．更に、窓構造では、レーザ光は

放射モードとなるため、素子内外からの反射光は導波路に結合しない．或いは、吸収体

により吸収される．このため、吸収体と窓構造は、実効的にDRレーザにおいてDBR端

に付されていたARコーティングの機能を提供する．更に吸収体をモニタ用のフォトダ

イオード（PD：photodiode）として利用することも可能である．以上の構造は全てウェ

ハプロセスで形成可能なため、ウェハ状態でレーザ発振が可能である．従って、オンウ

ェハ評価が可能となり製造コスト低減が期待できる．また、素子の終端は窓構造である

ため特にコーティングは必要無い．このため、高湿環境下でも良好な信頼性が期待でき

る． 

素子が窓構造で終端されているため、チップ化工程において精密な劈開は不要であり、

ダイシングやスクライブ等のラフな切断加工でよい．  

 

 

図6.2.1 端面フリー型LISELの概念図 
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このことはチップの厚さ制限を除去することと同義である．3.2で示したように、出

射ビームの焦点距離はレンズのROCの他に、活性層端からレンズ表面までの距離d1によ

って決定され、d1はほぼ素子厚に等しい．更に、d1が長いほど焦点距離は長くできる．

従って、端面フリー構造の導入によって、焦点距離の設計自由度を拡大できる副次的な

効果がある． 

 

6.2 端面フリー型 LISEL の共振器設計 

 

本節では、提案した端面フリー構造（以下、端面フリー構造と記載）において単一モ

ード発振を得るための共振器設計を示す．端面フリー構造の共振器部分は、後方にDBR

を集積し、両端面にARコーティングを施したDRレーザと同一である．このため、図6.2.1

に示すDRレーザのモデルを用いて共振器の設計が可能である． 

 

 

図6.2.1 DRレーザ構造図 

 

DRレーザでは、DBRミラーの波長依存性を考慮した共振器設計が必要である．図6.2.2

はκ=80cm-1であるときのDBRミラー反射スペクトルの計算結果を示す．横軸は、DBRの

Bragg波長からのズレであり、DBR長が異なる4種類の結果を併記している．DBR長が長

いほど、DBRミラー内での反射回数が増加するため、ピーク反射率は高くなるが、波長

選択性が顕著になるため反射帯域は減少する．図6.2.3は、ピーク反射率の計算結果であ

る．同一DBR長では、κが大きいほどピーク反射率は高くなる．従って、κとDBR長によ

って反射スペクトル形状が制御可能であると分かる．更に、反射スペクトルの波長範囲

はBragg波長の制御により任意の値に設定できる（図6.2.2のグラフを横方向にシフトす

るイメージである）． 
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従って、DBRミラーとDFBレーザの波長関係を適切に選択することで高い歩留りで単

一モード発振が得られると考えられる．図6.2.4は、本研究で用いるDBRミラーとDFB

レーザの波長関係の概念図である．2.2で述べたように、均一回折格子のDFBレーザは2

モードで発振する．そこで、この2つのモードのうち片方のみ（図では長波長側）をDBR

ミラーの反射帯域内に配置することで、単一モード発振が得られると考えられる． 

図6.2.5は、DFBレーザが均一回折格子を有するDRレーザにおいて、結合波理論によ

って計算した規格化しきい利得である．グラフの横軸はDBRミラーとDFBのBragg波長

差∆λB（=DBRブラッグ波長-DFBブラッグ波長）としている．DBR長、DFB長はそれぞ

れ、250µm、150µm、κは150cm-1を用いている．本設計において、DFBレーザの長波長

モードがDBRスペクトルのほぼ中央に位置する場合の∆λBは2nmである．この時、規格

化しきい利得は従来のDFB型LISELとほぼ同じ値となっている． 

以上の結果より、DRレーザ（端面フリー構造の共振器）において、単一モード発振

を維持しつつ、従来のLISELと同等の発振特性が得られる見通しを得た． 

 

 

 

図6.2.2 DBRミラーの反射スペクトル計算結果 
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図6.2.3 DBRミラーのピーク反射率 

 

 

図6.2.4 DRレーザのDBRミラーとDFBレーザのスペクトル関係概念図 

 

 

図6.2.5 DRレーザの規格化しきい利得計算値 
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6.3 端面フリー型 LISEL 実現に向けた基礎検討 

 

本節では、端面フリー型LISELの実現に向け、前節で提案した端面フリー構造の機能

検証を行う．図6.3.1に試作したデバイス構造を示す．ここでは、後端面が提案した吸収

体(モニタPD)と窓構造から形成される、後端面フリー型DRレーザ（以下デバイス(a）)

と、通常のAR/AR型のDRレーザ(以下デバイス(b))を試作し、これらを比較することで

端面フリー構造の原理検証する． 

レーザ構造は、前節の結果に基づいている．DBR長、DFB長、κ、∆λBは2つのデバイ

スで共通の値であり、それぞれ、250µm、 250µm、150cm-1、2nmとしている．また、

デバイス(a)のモニタPDに用いる吸収体には、活性層と同一の多重量子井戸を用い、長

さは50µmである．レーザの横構造は前章までのLISELと同じリッジ導波路型である． 

 

 

 

図6.3.1 (a)後端面フリー構造のDRレーザ、(b)従来型DRレーザ 

 

図6.3.2は、試作したデバイスの電流光出力特性である．デバイス(a)とデバイス(b)で、

光出力、電圧カーブほぼ重なっており、同等の特性が得られていることが分かる．この

結果は、提案した吸収体と窓構造から成る後端面構造がARコーティングと同等の機能

を提供していることを意味する．図6.3.3は、デバイス(a)の発振スペクトルである．図よ

り、DFBの片方のモードのみが発振し、単一モード発振が得られていることが分かる．

従って、提案した波長設計において、安定な単一モード発振が得られることを実証でき

た． 
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図6.3.2 要素検討デバイスの電流光出力特性 

 

 

図6.3.3 要素検討デバイスの発振スペクトル 

 

 

図6.3.4 モニタPDの電流測定結果 
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図6.3.4はデバイス(a)のモニタPDの電流測定値である．PDの電流値は、光出力に比例

していることから、集積した吸収体がモニタPDとして機能することを実証できた.従っ

て、提案した端面フリー構造では、モニタPDも素子に集積可能であり、より高密度な

実装が可能である． 

以上の検討によって、提案した端面フリー構造において、従来LISELと同等の光出力

特性と、安定な単一モード発振が得られることを実証した．最後に、LISELの面出射構

造を利用したオンウェハ評価の検討結果を示す．図6.3.5は検討に用いたデバイスの構造

と写真である．検討を単純化するため、レンズは集積せず、DFB後方には隣接デバイス

間に渡って長さ500µmの長DBRミラーを集積した．その他の基本的なレーザ構造はデバ

イス(a)、(b)と同じである．図6.3.6(a)はオンウェハ評価の実験セットアップを示す．ウ

ェハ状態のデバイスをガラス基板上に配置し、ガラス基板下にPDを配置した．図6.3.6(b)

はパルス電流による電流-光出力特性の測定結果である．ウェハ内の5素子を測定し、い

ずれの素子においても光出力特性が取得できている．この結果から、提案した端面フリ

ー構造によって、オンウェハ評価も可能であることを実証した． 

 

 

 

図6.3.5 オンウェハ評価用デバイス(a)断面構造、(b)試作した素子のウェハ写真 
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図6.3.6 (a)オンウェハ評価実験セットアップ、(b)オンウェハ評価による電流光出力特

性の評価結果 

 

6.4 今後の展望 

6.1節から6.3節では、端面フリー型LISELの構造を提案し、直流電流印加時の光出力

特性や、オンウェハでの光出力評価などの基礎特性を実証した．本節では、将来展望と

して、端面フリー型LISELの高速化について述べる． 

1章で述べたように、現在の光通信では主として100GbEに準拠した光モジュールが用

いられており、これはチャンネル当りの速度が25Gbpsでこれを4チャンネル用いて

100Gbpsを伝送する．これに対して次世代の400GbEでは、大きく2つの構成が規定され

ている．一つは50Gbpsを8チャンネル用いる構成であり、他方は100Gbpsを4チャンネル

用いる構成である[12]．また、400GbEの信号フォーマットには4値の振幅多値信号であ

るPAM4(4-level Pulse Amplitude Modulation)が使用される．PAM4は信号振幅を4つのレベ

ルに分け、これらに00、01、10、11を割り当てることで1シンボルあたりの情報量を2

ビットに増やしている．即ち、変調速度の2倍の情報量を伝送できる．例えば、25Gbaud

のPAM4では、50Gbpsの情報量を伝送可能である．従って、上記の50Gbpsを8チャンネ

ル用いる構成では、25GbaudのPAM4を8チャンネル用いる．この時、光源である半導体
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レーザに求められる変調速度は100GbEと同じ25Gbpsである．一方、100Gbpsを4チャン

ネル用いる構成では、50GbaudのPAM4を4チャンネル用いるため、半導体レーザには

50Gbpsの変調速度が求められる．このように、光モジュールの大容量化に伴い、光源と

なる半導体レーザにもより高速な動作が要求されるようになる． 

2章で述べたように、半導体レーザの高速化には周波数帯域の増大が必要であり、本

研究では150µmの短共振器を採用することでLISELの25Gbps動作を実証した．更なる高

速化の有効手段の一つとして、150µmより更に共振器を短縮することが考えられる．し

かしながら、6.1で述べたように従来のLISELでは劈開により端面を作製するため、短共

振器化に限界がある．即ち、共振器が短くなると、素子の長さと厚さが同程度になり、

劈開が極端に困難になる．これに対して、本章で採用したDRレーザ型の端面フリー構

造では、共振器の長さを劈開の制限無く自由に決定できるため、極短共振器化による高

速化が期待できる[13, 14]．今後は、端面フリー型LISELにより150µmから更に短共振器

化することで50Gbps以上の高速動作を実現し、将来の大容量光モジュールへの適用をめ

ざす． 

 

 

6.5 まとめ 

 

本章では、素子の製造コスト低減に寄与できる端面フリー型のLISELを提案した．完

全端面フリー型LISELを実現するため、LISELの後端面にDBRミラー、吸収体(PD)、窓

構造を集積した新構造を提案し、この機能を検証するための要素デバイスを試作した．

提案構造を後端面に有する提案構造と、通常のAR/AR型のDRレーザが同一のレーザ特

性を示すことを実験的に確認した．また、LISELの面出射構造を利用したオンウェハ評

価の基礎検討を実施し、ウェハ状態において光出力特性が正常に取得できることを実証

した．以上の検討により、端面フリー型LISEL実現に向けた基礎技術を確立した．



96 

 

参考文献 

[1] N. Chand, J. W. Osenbach, T. L. Evanosky, R. B. Comizzoli, and W. T. Tsang, “High-Reliability 

1.3-µm InP-Based Uncooled Lasers in Nonhermetic Packages,” J. Quantum Electron., Vol. 32, No. 

9, pp. 1606-1614, 1996.  

[2] S. Madduri, B. G. Sammakia, B. Infantolino, and S. Chaparala, “A REVIEW OF NON-HERMETIC 

OPTOELECTRONIC PACKAGING,” in proc. ECTC, pp. 913-919, 2008.  

[3] C. –P. Chao, D. Z. Garbuzov, G. –J. Shiau, S. R. Forrest, L. A. DiMarco, and M. G. Harvey, 

“Low-Threshold, High-Power, 1.3-µm Wavelength, InGaAsP-InP Etched-Facet Folded-Cavity 

Surface-Emitting Lasers,” IEEE Photon. Technol. Lett., Vol. 7, No. 8, pp. 836-838, 1995.  

[4] S. Liu, Z. Gan, X. Chen, J. Zhao, and H. Bin, “Non-Hermetic Opto-Electronic Packaging Based On 

Micro-Machined Silicon Bench Platform,” in proc. ICEPT, pp. 176-180, 2003.  

[5] J. L. Jewell, J. P. Harbison, A. Scherer, Y. H. Lee, and L. T. Florez, “Vertical-cavity 

surface-emitting lasers: Desgin, growth, fabrication, characterization,” J. Quantum Electron, Vol. 27, 

No. 6, pp. 1332-1346, 1991. 

[6] S. Xie, R. W. Herrick, D. Chamberlin, S. J. Rosner, S. McHugo, G. Girolami, M. Mayonte, S. Kim, 

and W. Widjaja, “Failure Mode Analysis of Oxcide VCSELs in High Humidity and High 

Temperature,” J. Lightwave Technol. Vol. 21, No. 4, pp. 1013-1019, 2003.  

[7] W. S. Ring, T. Thambinayagem, W. Hobson, H. Meehan, P. Silbermann, and M. Liang, ”Reliability 

Concerns and Packaging Issues of Non-Hermetic VCSEL and LED Based Transceivers for the 

Enterprise Market,” in proc. ECTC, pp. 186-191, 2004. 

[8] M. Green, A. Behfar, A. Morrow, A. Schremer, and C. Stagarescu, “Horizontal Cavity Vertically, 

Emitting Lasers with Integrated Monitor Photodiodes,” in proc. APOC, Vol. 6352, No. 63520U-3, 

2006. 

[9] S. Pellegrino, K. Komori, H. Suzuki, K. S. Lee, S. Arai, Y. Suematsu, M. Aoki, “Novel 

Single-longitudinal-mode 1.5µm GaInAsP/InP Distributed reflector (DR) Laser,” Electron. Lett., 

Vol. 24, No. 7, pp. 435-436, 1998. 

[10] T. Shimoyama, M. Matsuda, S. Okumura, A. Uetake, M. Ekawa, and T. Yamamoto, “40-Gbps 

Transmission Using Direct Modulation of 1.3-µm AlGaAInAs MQW Distributed-Reflector Lasers 

up to 70℃,” proc. of OFC2011, OWD3, 2011. 

[11] T. Suzuki, K. Adachi, A. Takei, K. R. Tamura, A. Nakanishi, K. Naoe, T. Ohtoshi, K. Nakahara, S. 

Tanaka, K. Uomi, “Cost-effective Optical Sub-Assembly Using Lens-Integrated Surface-Emitting 

Laser,” J. of Lightwave. Technol., Vol. 34, No. 2, pp358-364, 2016. 

[12] http://www.ieee802.org/3/bs/. 

[13] Y. Matsui, T. Pham, W. A. Ling, R. Schatz, G. Carey, H. Daghighian, T. Sudo, and C. Roxlo, 



97 

 

“55-GHz Bandwidht Short-Cavity Distributed Reflector Laser and its Application to 112-Gb/s 

PAM-4,” in proc OFC2016, Th5B.4, 2016. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



98 

 

第 7 章 結論 

 

7.1 はじめに 

次世代の多チャンネル大容量光モジュールの低コスト化に実現に向けて、SMF と直

接光結合が可能であり、1.3µm 波長帯で発振し、高密度(2 次元)アレイ構造が可能であ

り、高温下において 25Gbps以上で動作可能な新構造面出射半導体レーザを開発した．

以下に本研究の主要な成果をまとめる． 

 

7.2 レンズ集積型面出射半導体レーザ（LISEL）の作製技術 

本章では、多チャンネル大容量光モジュールを低コストに実現する光源として、レン

ズ集積型面出射レーザ LISEL を作製する基礎技術を確立した． 

 

1． 窓構造と結晶方位を利用した 45°ミラー作製技術を提案し、45°±0.3°の高精度且つ再

現性の良いミラー作製技術を実現した． 

2． ドライエッチングとウェットエッチングを組み合わせたレンズ形成手法において、

エッチング中のレンズ形状の変化を机上検討により予測し、これを実験的に確認す

ることで、形状変化の小さいエッチング領域を見出した．これにより、安定かつ歩

留りの良いレンズ形成技術を確立した． 

3． １、２に基づいて、LISEL を試作し、従来の DFBと同等のレーザ発振特性を確認し

た． 

4． レンズ集積により、水平方向、垂直方向それぞれ 2.5°、1.9°の狭出射ビームを実現

した． 
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7.3 レンズ集積型面出射半導体レーザ（LISEL）と SMFの光結合技

術 

本章では、SMFと高効率で結合可能なレンズを設計し、試作した LISEL と SMFの光

結合実験を行い、LISEL の光結合における優位性を実証した． 

 

1． LISEL と SMF の直接光結合実験の結果から、集光型の出射ビームの LISEL が実現

できることを確認した． 

2． レンズ曲率半径 ROCが 70µm の集光型高曲率レンズを試作し、SMF との直接結合

いて、結合効率-3.8dBを得た. 

3． 以上の結果から、LISEL が低コストに光結合可能なデバイスとして有用であること

を実証した． 

 

7.4 レンズ集積型面出射半導体レーザ（LISEL）の高速化技術 

本章では、25Gbps動作に向けた LISEL の高速化検討を実施した．短共振器構造の採

用と低インダクタンスなフリップチップ型実装構造を開発し、LISEL の 25Gbps動作を

実証した． 

 

1. 85℃での高光出力発振（≧10mW）及び、25℃から 85℃の広い温度範囲で副モード

抑圧比≧40dBの安定な縦単一モード発振を確認した． 

2. 25℃での f3dBは 14.5GHzであり、この時バイアス電流は 30mAであった．85℃にお

いて同じ f3dBを得るために必要なバイアス電流は 40mAであり、高 κ回折格子の効

果を反映し、高温下においも低バイアスで良好な f3dBを得た． 

3. f3dBより見積もった緩和振動周波数の電流効率 ηfr は 25℃で 3.6 GHz/mA1/2、85℃で
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3.2GHz/mA1/2の良好な結果を得た． 

4. 25℃～100℃で 25Gb/sアイ開口を確認した.  

 

7.5 高温高速特性改善にむけた新活性層材料 GaInNAsの検討 

本章では、高温下での高速特性の更なる改善に向けて、GaInNAs量子井戸結晶の高品

質化に関する研究を行なった．本研究では、GaInNAs結晶を劣化させる原因の一つと 

考えられる Al の混入を避けるために、結晶の Al フリー化を検討した．更に、成長温 

度を最適化することで、更なる結晶性の改善を図った． 

 

1. 結晶中への Al 混入を防止することで、PL強度を従来の 10倍に改善した． 

2. 結晶成長温度の最適化検討を実施し、本研究で用いた MBE 装置における GaInNAs

の最適な成長温度は 440℃であることが明らかにした． 

3. 高品質化した GaInNAs結晶を用いてブロードエリアレーザを作製した結果、世界最

小と同等のしきい電流密度 200A/cm2を得た． 

4. 高品質化した GaInNAs結晶を用いて共振器長 200µm のリッジ導波路型レーザを作

製した結果、しきい電流値は、25℃で 5.2mA 、85℃で 10.2mAであり、実用に十分

な低しきい電流を得た．また、発振波長 1.3µmを実現した． 

 

7.6 端面フリー型 LISEL の基礎検討 

本章では、素子の製造コスト低減に寄与できる端面フリー型の LISEL を提案した．

完全端面フリー型 LISEL を実現するため、LISEL の後端面に DBRミラー、吸収体(PD)、

窓構造を集積した新構造を提案し、この機能を検証するための要素デバイスを試作した． 
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1. DBRミラー、吸収体、窓構構造を集積した新しい端面フリー構造を提案した. 

2. 構造を集積した DR レーザを試作し、従来の AR 端面を用いる DR レーザと同等の

光出力特性を確認した． 

3. 集積した吸収体がモニタ PDとして機能することを実証した． 

4. LISEL の面出射構造を利用した、オンウェハ評価可能な素子の予備検討を実施し、

ウェハ状態で正常にレーザ特性を取得できることを実証した． 

5. 以上の端面フリー構造では、劈開に起因する短共振器化の限界を打破できる．今後

の展望として、150µmよりも短い極短共振器による 50Gbps超動作をめざす． 

 

以上から次世代の大容量多チャンネル光モジュールを低コストに実現する、新型光源 

である、レンズ集積型面出射半導体レーザの基礎技術を確立した．本研究成果により 

将来の低コスト光モジュール実現に向けた技術の一端を前進させたと考えられる．
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深く感謝申し上げます．本研究テーマを頂くとともに、論文のまとめ方等に関して直接

ご指導頂いきました、田中滋久 元主任研究員（現 日本オクラロ株式会社 研究部部長）

に深く感謝の意を表します．本研究を進めるに当たり、研究者としての基本的な考え方

や、半導体レーザの物理、試作方法、評価方法全般に渡り、直接御指導頂きました、中

原宏治 元主任研究員（現 日本オクラロ株式会社 主任研究員）に心より感謝申し上げ

ます． 

篠田和典 主任研究員、谷口隆文 研究員、寺野昭久 研究員、武居亜紀 研究員には、

クリーンルームの使用方法全般から半導体レーザの試作プロセスに至るまで御指導・ご
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協力頂きました．土屋朋信 主任研究員、葛西淳一 研究員、北谷健 元主任研究員（現 日

本オクラロ株式会社 主任研究員）には半導体結晶のエピタキシャル成長に関して、有

益なご討論、御協力を頂きました．機能集積型半導体レーザのデバイス設計及びプロセ

ス技術また、これらの応用技術に関して有益なる御助言、御協力を頂きました、有本英

夫 主任研究員、深町俊彦 主任研究員、牧野茂樹 主任研究員、鈴木崇功 元研究員(現 日

本オクラロ株式会社 主任研究員)．藤崎寿美子 研究員、野本悦子 主任研究員には、半

導体レーザの信頼性評価に関して、御助言と御協力を頂きました．大歳創 元主任研究

員には、半導体レーザの理論計算・設計に関して御助言、ご協力頂きました．以上の方々

に心より深く感謝申し上げます 

また、半導体レーザの実装及び高周波設計・評価方法に関して、御指導、ご協力頂き

ました、菅原俊樹 主任研究員、松岡康信 主任研究員、川村大地 研究員、石山一男 主

任研究員、竹本享史 主任研究員、三田玲英子 元研究員に深く感謝申し上げます．  

本研究において生産ラインを利用したデバイス試作に関して、日本オクラロ株式会社

の皆様に多大なるご指導、御支援を頂きました．直江和彦 部長、元田 勝也 統括主任

技師、佐久間康 技師、鷲野隆 技師、中西慧 技師、佐々木博康 統括主任技師、内田憲

二 部長、魚身和久 主幹研究員に深く感謝申し上げます． 

また、日頃より有意義なご討論と御協力を頂きました、株式会社日立製作所 中央研

究所 テクノロジーイノベーション統括本部 情報エレクトロニクス研究部の皆様に深

く感謝申し上げます． 

最後に本論文執筆にあたり心身ともに支えてくれた家族に感謝します． 


